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本報告書は， 10年をとえる本学都市研究の過去を集約し将来を展望するた
めに，とくK編集執筆されたものであって，東京都立大学都市研究組織委員会
が刊行するもののうちでは，特殊左性質のものである。
東京都立大学になける都市研究は，各研究者が個人的K企画し実施していた
ものは別とし，共同的左ものとしては，昭和36年度にはじまった。との年有
志が組識した都市研究会は， 5年間継続する間陀文部省科学研究費研究成果刊
行費をうけ， 41・42両年度には，その成果を整理して，同研究費刊行助成
金によタ『都市構造と都市計画Jとして出版した。つづいて43年度からは，
都市研究費の予算措置をえて，東京都立大学都市研究委員会の手により，「都
市地域の環境整備に関する総合的研究Jをテーマとする5カ年計画の共同研究
がはじめられた。さらに 46年度より本年度にいたる 5カ年聞には，同様に都
市研究費により，「都市の構造と機能Jをテーマとする共同研究が組織・遂行
された。 48年度はその最後の年にあたるわけである。
以上の経過の聞に，都市研究の科学として必よび現実問題としての決定的な
重大性にかんがみ， ζれを組織的に遂行する必要性が痛切に自覚され，そのた
め研究実施主体は東京都立大学都市研究組織委員会と改組された。同委員会は，
蹴且の目的にしたがい， 46～4 8年度5カ年の研究を組織するにあたっては，
との点をとくに顧慮してその任K当ったが，同時K，研究機関として独立の研
究所を設置するととが不可欠念条件であるという結論に達しその企画の検討を
はじめた。とうして計画としてうまれたのが，東京都立大学都市研究センター
である。その声は，萌芽的には，すでに昭和24年関学当初からあったが，と
とKないてはじめて具体化がはかられたものである。との計画が，大学に容れ
られるととろと左り，センター設置を前提とする問センター準備室設置の議が，
いま進行している。
とれまでK要した時間と労力とがどうであったかの議論をする余地はあろう
が，いずれにせよ， 48年度は，本学tてなける都市研究の望ましい発展を展望
できた，記念すべき年と左った。
とのときにあたって，「都市研究の現状と課題」のテーマのもとに，本学の
従来の研究を集約レ将来を展望してなぐととは，有用であるだけでは左〈必要
念ととであろうとの考えにより企画された事業の結果が，との報告書である。
しかし，との企画は，事業の結末をつけるためのものでは友〈，まして事業の
成果を誇示してbけばすむという性質のものでは左い。反対K，過去の集約は
ただちに将来を展望する基礎であるらL上，むしろ，過去の事業で結末をつけら
れ念かったもの，あるいK結末をつけられ念かった事情，したがって研究自体
と研究体制と両面Kひそんでいた欠陥を冷静に観察し，それらがたとい恥であ
っても体裁がわるくとも，とれを率直K承認し記録するものでなければ念ら念
い。また，との内容が主主尾1貫し統ーのとれたものであるととカ望ましいζと
はもちろんだが，いま述べたととから言えるようK，また，従来の体制では十
分な都市研究が不可能だと判断したからとそ都市研究センターの設置が要望さ
れているという事実から明らかなように，ととで報告すべき過去の成果は，体
系的整斉をたもっているとは言いがたい。それらの欠点があるととを十分承知
し念がらも，われわれは，本報告書は十分の意義があることを確信している。
それは，本報告書に各委員が記した ζとは，過去の研究の結果，当初にはもち
ろん中間期Kも不明あるいは不確実だった多くの問題点が検討されたととによ
り，今後われわれがをすべきととと，もはやし左くてもよいこととの弁別につ
いて豊富左示唆を与え，もって今後の都市研究に確実念基礎を築いて〈れてい
るからである。
との報告書は，はじめは全部を1冊として刊行する予定であったが，印刷の
都合Kょb便宜上，上・下の2冊Kわけるとととした。内容としては，はじめ
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に方法論的念問題点を一般的K述べ1章をbき，以下，各組犠委員が分野どと
の特徴にしたがい分担して執筆した各章をbいた。その順序はまった〈の便宜
によったので，それには特別の意味が左いととを念のため記して辛子〈。そして
最後の章V亡ないて，全体を総括するとととした。
いをとの記念すべき年を送るときにあたって，従来の多くの関係者がわれわ
れに与えてくれたかずかずの好意を思い，とれに感謝するとともに，とれから
発展すべき本学都市研究のためK，さらに大きな激励と忠告を与えられるとと
を，関係各位に願ってやま念い。
1 9 7 3年 10月
東京都立大学都市研究組職委員会
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第1章
都市研究の方法論的諸問題
〈千葉正士〉
本章は，従来の都市研究を将来の都市研究にひきつぐ接点となるものという
意味で， 46～4 8年度5カ年を主として回顧する。
この5カ年度以前の都市研究と（ (IC43～45年度5カ年のものが，学内に
潜在していた都市研究と都市研究者を顕在化させて，多方面にわたる成果をう
みだし，とれを基礎Kしてさらに発展させる左らばT層効果的左都市研究が本
学tてないても可能であるととを確信さぜた点tてないては，有効であった。しか
し，それカ唱研究者の自発的左企画Kよる都市研究をその玄室集めた形のもの
であったためK，問題の対象とそれ〈のアプローチのための方法と両面にない
て集中性を欠き，待望されているあたらしい科学をうみだすには，なな不十分
念ととがあきらかとなった。
との欠陥を是正するために， 46～4 8年度の研究は，新科学としての都市
研究の組織化を切実念課題として企画された。組織化とは， 1方では専門研究
機関の開設であり，とれは都市研究センターの設置計画として立案がすすめら
れた。組織化は，他方では，研究自体の対象と方法の両面にわたる整備であ!J, 
その経過と成果が，本報告書全7章の報告すべきことである。
さて，都市研究の組織化とは，一言でいえば，参加研究者の十分左理解と積
極的念協力をえて，研究の責任者である本委員会の主導のもとに，学際的綜合
研究の方法を樹立するととであった。とのようえと目的を達するととができるた
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めには，研究の企画はきわめて困難であった。しかし，困難の念かから，討議
をかさねた結果，まず46年度の研究計画が企画きれ，それを実施しつつ，順
次47年度と 48年度の研究計画が当初の方針にそって企画され実施されてき
た。
との3カ年の研究を今かえりみるとき，期待されたほどの自にみえる成果が
判然とした形でえられ，学界K:t~いて不動の評価をえたというととろには，遺
憾~がら至ってはい左い。しかし左がら考えてみれば，との程度の研究で新科
学が樹立されるほど，学問の世界はるまいものではない。相当の期間と，無駄
かとあやぶまれるほどの経費と，そして研究者の彫身鍵骨の努力と，そしてと
れを援助する強固な体制が念〈て，目的が達せられるはずは念い。それにして
は，みずからの反省と批判をこめていう左らば，条件はすべてととのつてはい
左かったので，その結果がえられるととは当初より無理なことであった。しか
しむしろ， 5カ年の実験的研究の結果，解決すべき問題点のいくつかが確認さ
れたうえ，前進のステップがある程度えられ，そして同時に都市研究センター
設立の議も具体化しつつあるととは，希望ゆたか友成果というべきである。
その問題点のうち，筆者がと（ K関心をもち，検討をすすめてきた4つのと
とを，以下K整理して記しでなくとととしたい。とれらは，もとよb筆者1人
が感得し発展させたものでは左 ＜' 3カ年間の研究参加者すべての研究と，都
市研究組織委員相互の討議とからにじみでたもので，その意味では共同の成果
である。しかし他面，未完成のものであるだけに， ζれを整理記述する者す左
わち筆者個人の主観的左理解と表現により強〈色どられることもやむをえ念い。
だがとの共同と個人活動と両者のフィード・バックが適確Kなと念われるので
左ければ，われわれの求めるあたらしい科学のうまれる可能性はあbえ念い。
その意味で記されたものであることを前bきして，以下記述にかかることとし
たい。
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第1節 都市研究の方法論的要請
科学は多様左分化をとげているが，それは各科学が固有の対象と方法をもっ
ていて，たがいに区別される，いな区匁りされ念ければ左らぬからであるo では，
あたらしい学際的総合科学として，都市研究は，方法論的tてどんなものが要
請されているか，とれを，対象と方法の2面から特徴づけてみよう。
I 対象菌より
都市は現代の怪物であるといってよい。そのよう念比蟻は，単在る比験でを．．．。．．
〈，実質的在意味がある。
まず，人類が現在までに開発し応用してかがやかしい成果として保有してい
た，各種の自然科学的テクノロジ－ ::t~ よび社会科学的社会統制技術をもってし
でも，十分に掌握しコントロールできず，したがって都市生活ーから不可避的に
発生するさまざまの現象が，単に都市生活者だけでなく，都市の存在と発展に
依存している全社会の住民からも，人聞の生活にとって妨害ひいて害悪とされ
るにいたっているという事実である。とれは，都市辛子よび全社会K住むひとび
との日々の生活，念らびに都市の管理運営念かんずく都市造タと都市行政K参
与し責任をもっ者たちの当面する実践的問題である。．．． 
ついで，それと左らんで科学的問題としても，都市は怪物である。従来とも，
都市の現象あるいは都市K関連する現象を対象としてとらえとれを科学として
発展させていた学問分野とその成果は，けっして少ないともいえず，またもち
ろん無視されるべきでは念い。しかし，そのよう左都市関係の科学が上記の実
践的問題の解決のために貢献するととを期待され左がらその実効をあげられ念
いでおり，科学白身が現代の怪物の処置に当惑しているととも事実である。
そこで考らためてとわれるのが，都市とは左にか，の問題である。とのよう
左問題提起tては，場合によっては，単に概念構成の仕方だけがとわれてな.b' 
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したがって用語ゃ定義を変更すればすむζともある。だがととでは，もちろん
概念が指示するととろの指示対象が左tてかの問題である。この点Vてついては，
筆者が担当した1研究（「都市概念の総合」）が，従来の研究がとかく看過あ
るいは軽視していた都市の実態を，ある程度あきらかにした。
その1つの点は，都市は，農村とか村落在どと対照される部分社会では友〈，
多〈の部分社会が有機的K構成している全体社会の 1機能であるととである。
都市のいか在る現象も都市内だけで完結しているものではをく，むしろ全体社
会の念かからなしだされ影響され規定されて発生し，かつ変化し解消する。と
の意味Kないて，都市は，村落友どの部分社会と対照、しただけでとらえられる
よう左ものでは左い。つぎに，そのよう宏都市の機能は，全体社会のなかの，
他の無数の機能と並列するだけのものでは左〈，反対K，他を指導し決定する
強力左ものであり，むしろ全体社会のあり方を決定する要素である。
都市のそのよう念性格を，従来の科学も全然、知ら左かったのでは左い。にも
かかわらず，それを全体的に把握し十分に分析する方法を開発してい左かった
ととも，事実である。問題は，ととで，科学の方法Kうつる。
I 方法酉より
都市Kついて人類が科学としてつみあげてきた業績は，けっして少ないもの
ではない。と〈に，都市工学。都市地理学・都市社会学・都市経済学・都市史
左どには，われわれも古典として学ぶべきものが少えとからず残されている。そ
れにもかかわらず，それら，なよびそれらにもとずいて最近急速にひろまった
都市学の業績が，前述の「現代の怪物」を把握しかねているのKは，ななよそ
以下の難点があるとみとめられる。
第1は，現代科学のいわゆる分析にかたよる傾向である。科学K分析がなけ
れば不可能である ζとは，いうまでも左い。しかし分析は，対象の範囲を条件
づけ限定し，したがって現実K存在する対象を実験的に加工し変形するととを
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意味し，そのゆえに，えられた成果があるとしても，とれをふたたび現実の存
在に還元する，す念わちいわゆる綜合するととが必要とされるはずであった。
だがじっさいにはその綜合がとも左わず，都市はコマギレの断片K分解された
だけKとどをっていたといわれでも，やむをえ左い情況にある。いわば一面的
な都市研究であった。
第2は，都市という人聞の生活形態がもっ特有の構造と機能が，当の人間K
とってどういう意味，どういう規定力をもつものかという点K，顧慮がた]Jn: 
かった。いわば主体不在の都市研究であった。都市の構造と機能，念かんずく，
多数人が密集し，全体社会が開発した先進的念テクノロジーと社会統制止支術を
使用した生活，と〈に権力の作用との関係／／Lt~ける都市市民の位置と活動が，
概して研究の視野からはずされていた。都市にないて人間はどう念っているか，
とれが問題外とされていた。
第3vc，都市研究は，政治家その他の実践的活動家の都市問題論がとか〈一
時的あるいは主観的念都市観の強調になわる傾向を批判するためかもしれn:＼ハ
が，都市の将来像を予想し，都市の理念を確立し追求するととを不当Vてかとた
っていた。いわば将来なき都市研究であった。もちろん，そうかといって，恩
いっき的な都市像・都市理念・都市政策を念んでもよいからと左えよ念どと言
うのではない。反対に，科学的念研究の成果にもとずき，人類史になける都市
の意義を透徹した目で洞察し，同時代人・同社会人の性格と意欲を適切に反映
させ，全体社会のひとびとが信頼し責任をもっととのできる政策的判断が，科
学のなかにと bζまれ左ければなら念いのである。
当然，現代求められる都市研究は，すく左くとも品L上5の難点を克服するも
ので左ければ念らない。しかるに，それは単念る難点では念〈，むしろ近代科
学の必然的な本質K属する結果である。条件を限定した厳密左技法による実験
まいし分析，主観の介入を排除するための純客観的考察，当為の判断を徹底的
に存在の認識と区別する態度，とれらとそ近代科学成立の基礎的前提だからで
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ある。したがって，ととtていう難点の克服は，単に都市研究という特殊的テー
マK関するた、けにはとどまらず，近f塀↓学一般に関する歴史的左大課題Vてほか
をらない。しかし科学がつねに人類の知的欲求の所産として存在発展し，かっ
人類の生活K奉仕すべきものである念らば，との大課題にたちむかうととは，
科学自身の使命である。現代爆発的に展開している多〈の都市学・都市研究は，
多かれ少左かれとの使命を自覚するものであろう。われわれもまたその一翼に
参与したいと願う。そして，その方法論上の示唆として，以下の諸点を指摘し，
大方の検討を願いたいとbもう。
第 2節研究の企画において区別すべき3タイプ
4 3～4 5年3カ年度の都市研究の結果を反省して46～4 8年度のあたら
しい体制を構想したとき，その目標は，端的にいえば，個人研究より共同研究
へ，そして共同研究でも寄せ集め的では左〈組織的かつ有機的な共同研究へと
いうことであった。その結果をかえりみて気づかれるととは，との目標は基本
的にはあやまョてい左かったとしても，具体的Kあたらしい科学を創出しよう
とするには，研究の進め方を定めるときしたがって企画にあたって5のタイプ
が大別され，それを効果的Kくみあわぜてゆか左ければ左らぬであろうという
点に自覚がたりなかったことであゐ。
I 成果完成型
とれは，うえに目標とされた組織的かつ有機的な共同研究の典型的左型のと
とをいう。との型の研究でとりあげられる対象は，科学的に有意味念問題であ
り，それを科学的K有効在方法で追求する左らば，科学的成果がえられるはず
のものである。換言すれば，問題として有意味左ものを，有効在方法で追求し
0 0 0 0 ・...・・・・ 0 ・・．．．．．．
て成果を完成させるという裂である。もちろん，問題の細部あるいは他の問題
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との関連性左どはまだ不明確であるが，それらについてすく左〈とも念んらか
の仮説がたてられる程度のデータはえられているとともK，他方これに応用す
る方法もまた有効であるζとがす〈念くとも実験あるいは推論で証明されてb
h，作業のプロセスを注意深〈進めて仮説と方法の適時の修正・補充をなとた
らなければ，成果が確実にえられるとみとまれる。
したがって，企画にあたbはじめUてたてられる研究計画は，成果を確実にえ
られるように慎重・精密に左され左ければ左らぬが，それがなされる念らば，
研究者を大量に動員してそのエネルギーを集中し，そのためK相当の予算を投
入するととが，確実に有効左ものである。成果の有効きは，はじめにたてられ
た仮説が完全であるととが証明されれば申し分念いが， 1部が修正されても，
をた場合Kよっては全然否定されても，変る ζとが;1:0。否定されたという事
実から，つぎに確実念仮説設定と研究企画が可能となるからである。
期待される都市研究が，対象と方法の両面VC:Jo~いて，従来の分析的個別科学
だけでは及ば念いものをもつべきであるならば，との成果完成裂の研究は，当
然，科学の諸分野に造詣の深い研究者たちの共同研究，しかも規模の大きい共
同研究で念ければ左ら念い。とのよう念型の研究が問題を順次解明し成呆をつ
みかさねて理論を構成してゆ〈ととが，都市研究の新科学としての確立に不可
欠左前提を念す。
I 資料蓄積型
成果完成型の研究は，対象と方法とが基本的にはあやまり左いので組織的に
企画し相当の予算を投入するととが効果的である上，その細部tては左ふ検討が
要請され，研究ωフ・ロセスにかいては，既成諸科学の成果を集めて仮説と方法
のある程度の修正・補充をせねばならぬので，大規模~共同研究であるととを
必要とする。しかし研究の進展あるいは研究企画のたて方によっては，プロセ
スにがける仮説と方法の修正・補充がもはや必要で友〈，したがってそれがほ
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ぼ確定されていて，ただ具体的念資料を数多〈収集し加工し整理しさえすれば，
なのずから研究目的が達せられる，あるいは目的Uてかなう研究の発展が可能だ
という場合がある。
そのような場合には，参加研究者が，はじめ体系的K企画されたその研究計
画に忠実であるかぎり，多〈の分野から多数の研究者を動員して大規模な共同
研究を組む必要はか左らずしも念〈，規模は小さくても，またさらには個人研
究でも，研究目的を達するととが可能である。したがって，とれは，できあが
－・・・
った仮説と方法のもとに多数の研究者が，形は個人ないし小規模の組織でまK
あう，介散的左個別研究であってもよいばかりで左〈，むしろ場合によっては
その方が有効念とともありうる。換言すれば，個別的念資料蓄積がそのまま大
きな研究計画の実施にあたるものである。それだけ，研究計画は，前者の成果
完成型よりも 1歩完成度の高いものであることがある。
そのようにとの型の研究の意味と効果はあるが，それは理論体系がすでK完
成されたかあるいは完成K近い場合K可能左のでるって，理論体系自体が未完
成・未熟であるときにとの型の研究が過重視されると，個人的偏差の多い伝統
的科学にしかなbえない危険をとも宏九都市研究が新科学の創造を目的とす
る左らば， ζの点を工〈洞察して適切に採択利用すべきものである。
m 問題発見型
科学自体の転換が叫ばれはじめた 20世紀後半の時代K，従来の個人研究か
ら共同研究体制が志向されたのは，それが成果完成裂の性質を有するかぎbに
ないては（というのは，名は共同研究でも実質的には個人研究であるものがあ
まり にも多かったからである），適切であった。だが，真に新科学であるため
には，成果完成型の共同研究にも前提条件がいくつかある。
成果完成型の研究も，科学的K未証明の対象と方法を科学的に証明しようと
するものであるが，その出発が可能であるためKは，そのとらえる問題は科学
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的研究の対象として有意味であり，かっそれK適用する方法は原則的に有効で
あるととが，証明とまではいえ念くとも，す〈左くとも可能性が十分にみとま
れるもので左ければ走ら念い。可能性がみこまれるとは，科学であるかぎりは，
単K主観的な信念によってのことではなぐ，それ自体，対象に関するある程度
のデータにより，るる程度の方法適用の結果，対象としてあるいは方法として
適切であるととが，仮説的左形でだが推論される ζとで念ければ左ら左い。い
わば，そのよう左実験的予備研究をなと左い，それにより問題の意味が証明さ
れてはじめて，研究計画の樹立が可能と念る。そうであるからとそ，研究者の
エネルギーと予算を大量に投入しても効果がか念らずえられるという確信がも
てるのである。要約すれば，都市研究の大道というべき成果完成型の研究は，
それ以前K，それが企画されるための実験的予備研究を必要とする。
ζの実験的予備研究は，既成の科学の理論体系により十分に帰納されあるい
は証明されたものであるはずがない。反対に既成理論を修正変更するものだけ
に，それからはむしろ否定される運命にある。す念わち，新科学の発端は，既
成の科学的対象と方法を批判し，それらの及びもつか左いものに着服するとと
ろにある。それは，いわば科学上の思いつきである。研究が進んだ段階では，
それが科学的に有意味念仮説あるいは有効を方法として証明され，理論体系に
よb支持されるととに左るのである。しかし，その前tてないては，そう念るか
どうか，海のものとも山のものともわから念い着眼である。とれを，科学的に
証明されてい左いという意味にないて，「想定Jといって必〈。
とのよう念想定が研究者のだれかからうまれでて発展させられ，実験的に予
備研究がなされるので左ければ，確実念研究計画をたてる設でにはいたら左い。
新科学の創出のために，それは不可欠の前提である。しかし他面にないて，研
究者のもちだす想定のすべてが，実験的予備研究にたえられ，確実在研究計画
にまで発展するともいえ左い。それどとろか，むしろ多〈の想定が，実験的予
備研究の結果無意味であるとして捨てられなければ走らないであろう。新科学
一？ー
を進めるというととは，それほど安易ではないからである。ととに矛盾が存在
する。す左わち，との実験的予備研究は，必要であb授がら無駄に念るととが
多いととである。したがって，そのために，大量の研究者のエネルギーと予算
とをはじめから投入するには適し左い。だが小規模でもとれをし左ければ研究
の全体は進まをい。そとでとの矛盾を解決して左される研究が，ととにいう問
題発見型のものである。
とれは，ある想定が，新科学を開発する契機と左りうるものかどうかを確か
めるための実験的予備研究である。想定が出発点であるから，般密・確実な研。．．。．．。．．。。．
究計画をたてる ζ とができ左い。実験が無駄に在るととが多いから，大規模・
大予算の研究とする ζとも適当で念い。比較的小人数の研究者が，ある想定が
問題としてもつ意味を検討し，意味がある左らば，つぎにとれを成果完成型あ
るいは資料蓄積型の研究の企画をたてるための準備をbζ友うものである。し
たがって，その成果が完成された論文として出されるととは，一般的には期待
されず，むしろ他の2型をうみだすことで満足する性質のものである。
そのよう左形のものではあるが，それは，都市研究の実質的展開をはたす他
の2型の研究を可能にさせる条件を在す意味V<:i≫いて，不可欠のものである。
そしてまた，はじめの想定が無意味であるととが結論されたときは，その研究
は無駄K左るとさきに言ったが，科学的には，まったくの無駄はありえ念い。
なんとなれば，第 1vc，ある想定が無意味であるととが判明すれば，つぎに
別の有意味念想定を発見確認するととに1歩近づ〈からである。第2vc，ある
想定の検討に用いられた推論と実験は，それ自体1つの成果として他の想定の
検討Kそのままあるいは修正のうえ転用できるからである。第3vc，研究者が
知識。技術・経験の点にないてそれだけ訓練をつみ，研究者としての技能を進
歩さぜるはずだからである。したがって，との問題発見型の研究を効果的K推
進する ζとが，新科学としての都市研究を可能とするかどうかを決定すると言
っても，過言では左い。
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N 3型の相関関係
以上の叙述ですでに知られるように，上述3裂の研究は，相互に独立に成立
するものでは念〈，反対に相互に不可分の関連をもって成立発展すべきもので
ある。
まず，都市研究としてなとなわれる諸研究は，大別すれば，上述3型のどれ
か1つの性質を主とするものと性格づけるととが可能である。その点にかいて
は，その性格の差に応じて，研究組織や予算の規模，あるいは研究成果の性質
や報告書の完成度念どの諸点、K，当然相違が認められなければ念ら左い。
そのかぎりでいえば，あるテーマ氏関する研究は，まず問題発見型として出
発し，その問題が有意味であるととが確定されるときに，発展して成果完成裂
として，また場合によってはただちに資料蓄積型として展開されるというのが，
基本的念バターンと念る。
しかし，主として5型のどれか1vc属する研究でも他の2型の性質を全然、ふ
〈ま左いものは左いであろうし， 1つのテーマK属する研究もその内部には5
型のそれぞれを必要~いし適当とする諸論点を包容しているととが普通であろ
う。その点からいえば，すべての研究で 5型のそれぞれがなと左われるともい
えよう。参加する研究者と予算の多い研究には，各研究者の分担事項どとにと
の3型のどれか1つの性質が強〈出て，それにより分担する予算や期待される
報告書の規模K相違が生ずるととも，まえあって当然である。その意味では，
成果完成型と資料蓄積型とが問題発見型をへ友いでいき左り企画され効果的K進
行するという形でbζなわれるととも，可能である。
しかし全体としては， 3型は機能的念相関関係をもって相互に援助協力しあ
う。前述の基本的パターンのほかに，問題発見型が思わぬ新問題を発見してふ
たたび別左問題発見型tてとりかかるとともあり，成果完成型は，それで完了す
るととのほか，新理論体系の証明に成功しこれにしたがョて資料蓄積型をつぎ
に要求したb，反対に新問題に逢着して問題発見型に救援を求めたりするとと
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もあり，さらに，資料蓄積型が，その結果，新問題を発見させたりあたらしい
仮説と方法を示唆して，問題発見型あるいは成果完成型の基礎と在るとともあ
る。
以上のよう在性質をもち相互K関連する 5型の研究を適切に組織するととが
つぎの段階の都市研究vc要請されるわけである。
第3節 共同研究の機能的諸条件
前節に述べた研究の 5型は，広義Vといえばすぺて共同研究である。資料蓄積
型は，現実Kは個人研究の形でも可能左のだから，それは確定された大き左研
究計画の 1部に該当するから可能在のであって，まったく個人の着服にしたが
う独立のものではありえないからである。しかし，共同研究の語を，研究者が
現実K集団を形成して1つの目的の遂行をめざして組織的に主？と左う研究活動
と理解する左らば，成果完成型がその典型であり，問題発見型はその略式的な
ものだといえる。とのよう左共同研究は都市研究の成否が全体的友進展を左右
するものであるのであるから以下Kその意義とあb方につき，反省と展望をな
と在ってお~＜。
I 従来の共同研究の反省
4 3～4 5年度にないても，本都市研究は共同研究をいくつか主？と左い，そ
して46～4 8年度Kは，共同研究の上述の意義を確認して，その組側悦企
画と遂行K精力を集中してきた。その成果はいま完成され報告書として印刷さ
れつつあるので，これK対する確定的左評価をするKはまだ早いが，概括的に
いって，前期3カ年にくらべ後期5カ年は，共同研究の共同性K苦心がはらわ
れただけあって，その効はたしかにあったと言うにやぶさかでは左い。けれど
も，新科学を創出するK十分念ほどすべてが効果的Kなζ左えたかというと，
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疑問左しとし念い。むしろ，本都市研究だけで念〈，わが国の学界で一般に指
摘されている共同研究の困難さがあらためて確認されたといわ左ければ念らぬ
点もある。しかし在がら，筆者は，それと同時に，とれを効果的左ものにする
ための示唆がいくらかはえられてきたととを，確信する。との示唆が本節で述
べられるべきととであるが，その前K，従来の共同研究の欠陥となもわれる ζ
とを，きびしく批判してな〈必要がある。
やや印象的友感想、K念るが，わが国K沿いて最近主？と左われた共同研究は，
す〈左〈とも社会科学の分野K関していえば，真に共同研究の必要性と意義を
知bとれを実現するための意図を実質的にもって企画遂行されたものは，む
しろ少念かったのでは念いかとbもわれる。文部省の科学研究費その他いくつ
かの研究奨励金をうけでなとなう研究をはじめ，語学界の内部であるいは諸学
界にわたって研究者たちが組織するものも，各大学で予算を請求し執行する形
で主？と念われるものも，その多〈の実体は， 1テーマのもとに複数の研究者が
名をつらねるというにとどま b，その間に真に有機的かつ効果的左研究の共同
を志ざすものはきわめて少念かった。もっと辛練にいえば，すでにできあが
っている人脈がその派閥的声価を一層高めるために，あるいは予算獲得の便宜
のため共同の形式を作るか，実体は，各研究は，各個の研究者がもっている固
有の方法によb固有の対象を独立に追うにとどまり，もちろん相互の連絡協議
や資料・見解の交換や討議討論が主？と念われでも，そのととが，各研究者の個
人的必よび個別科学的念外壁をつきゃぶり，研究者自身の再訓練左いし新発展
をもたらし，その能力の集中集積によってかつてないあたらしい成果をうみだ
すというような共同研究は，じつは意図されるととが少念〈，まして実現され
るととはさらに少左かったといってよいの
もちろん科学には，見込違いあるいは失敗といえるよう左結果はっきもので
あり，それはそれとしてつぎの前進K役立つべきものであるから，いわゆる共
同研究がそのよう念ものだとしても，とれを全面的に非難しそのすべてが無用
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であったととには念ら友い。ただそれが真の共同研究では左いととだけは認め
られ左ければ左ら左い。そして真の共同研究は，これだ、け多くの人によって唱
えられ試みられたにもかかわらず上記のように批判されねばならぬほど，困難
左とと左のである。
IT 共同研究の必要
共同研究は，じっさいには困難であるにもかかわらず，現代になける新科学
の組織的な発展Kは不可欠の方法である。それは，新科学は在来の諸科学の伝
統と成果に拘泥し左いあらたをものであるとはいえ，それを無視して発展させ
られるべきものでは左〈，反対K，それに着実にもとずきその難点を克服して
とそえられるべきものだからである。科学の諸分野が従来創造し伝達してきた
それぞれ固有の方法とそれKよる問題対象の研究成果，したがってそれに習熟
した諸専門研究者の知識技能は，どのようを科学をめざすにせよ，将来の発展
には不可避で不可欠の基礎を左す。
われわれは在来の科学を冒頭Vてないて批判したが，それはその無価値・無用
を主張するためでは左くそれどとろかその価値と有用性を認めつつその欠陥を
認識しとれを修正・補完すべき目標を発見するためであった。その見地から見
ると，いまもっとも急を要する科学的作業は，各分野の孤立的情況を修正し，
その相互間の理解と協同，そして統合。再分類をはかるととである。ノーパー
ト・ウィーナーの名K象徴されるサイバネティックスは，端的にいえば伝統的
な電気理論と大脳生理学を結合し，さらに諸社会科学を横断する，諸科学の共
同からうまれたものであった。そのよう左共同のためKは，各分野の科学の基
礎に通暁した研究者が，それぞれ固有の知識技能を十分K提供しときK強〈主
張するとともに，他分野の研究者の言を謙虚にきいて学ぶζとが必要である。
（もちろん，そのよう左共同の作業K沿いて，卓越した 1人の研究者が指導的
役わりをつとめる場合があるとと，い左，それが期待される ζとを，けっして
? ?
?
否定するものでは念い。）そのよう左共同研究が，批判さるべき共同研究と異
在る点を正確K認識し左ければをら;7いが，その前K，共同研究はどういう要
素から構成されるものかを検討する必要がある。
m 共同研究の要素
共同研究という概念は，個人研究と対照され，複数研究者の共同行為である
ととKまず着目するものであるから，人的要素がはじめKあげられる。その中
心は，研究の企画と遂行，成果の整理と報告書作成に必要左知識技能をそ左え，
かっその責任を分担して協力する研究者である。とれを研究協力者といってな．。．．
〈（うち1名は全員を代表する研究代表者）。しかし研究協力者が，その研究
の遂行完成K必要念すべての作業を自分自身で実施するわけでは左い。たとえ
ば，比較的事務的念資料の収集と加工，実験の実施とその中間データの作成，
器械や特殊技術の応用による資料の作成と検討左どのためには，練達した専門
的技術者が助手として協力するととが，効果的でもある。またど〈特殊念部分
的研究でその対象と方法が全体の左かから方法的に無理念〈介割される場合に
は，とれを，研究協力者では念い他の研究者にそれにかぎって研究を委託する
ととが便宜なととがある。とれは委託研究者ーといえる。専門的技術者と委託研
究者は研究補助者であるが，研究組織には，そのほかに事務担当者が念ければ。．．
ならぬ。とれは，研究の進行tてとも左い，情報を内外K交換し，予算その他の
事務書類を作成するととをなも在任務とする。
人的要素とならんで物的要素がある。いうまでも左いであろうが，研究費を
第1とし，研究遂行のために用いられる多くの図書・器具・機械・調度・文其
の物品，それらをそ左え研究者の研究場所を提供する設備（大型備品をふ〈む）
そして，研究作業を進める手段ないし条件となる光熱・通信・交通・複写印刷
その他もろもろの便宜などが，それに属するといえよう。
そのような人的なよび物的要素の動き方を規定するものが，研究計画である。
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とれKついても，いうまでもなく，もっとも決定的左ものは研究目的であ!J' 
ついでその目的達成のために採択される研究対象と研究方法とがあり，それに
関係して研究の進行予定と，ぞれらすべてK対する研究者の分担組織と費用使
用計画がある。
以上は，共同研究の個々を構成する要素であるが，そのほかに，環境的要素
といってよいものもある。それは共同研究の企函。進行。完成の 1速の過程を
なこなわぜる場の全体のことである。それには，温度や湿度のコントロールと
か生物的・地理的に良好左条件を用意するとかという自然的条件もあるが，よ
り重要左ものは社会的条件である。とれは，抽象的にいえば， 1研究をとりま
いている諸関係者ゃ組織。行政機関左どが研究を理解しこれを応援し便宜を供
与するととである。なかんず〈研究が行政の実施という形をとって辛子ζ左われ
る本学の都市研究にあっては，機構ないし組織とその手続とくに予算の作成と
執行，報告書の作成と印刷について，研究が一般行政と異在る特殊性を十分に
認識しとれに即応した対応が左され，また，それに関与している関係者たちが
それに対する理解を十分Kもち研究を側面よ b応援奨励するζとが，研究の円
満左遂行を時K決定するほど重要である。
W 共同研究の機能的要件
共同研究Kは，以上の諸要素が具備され念ければ左らをいが，ぞれが具備さ
れたからといって，ただちに真の意味の共同研究がなとなわれるわけでは念い。
共同研究を真K機能的になこ左うには，そのほかにもい〈つかの要件がみたさ
れ念ければ左ら友い。その要件の最初に，研究計画自体が目的かつ合理的にく
みたてられていること，それを実施するための前記諸要素とくに人的要素が適
切に配置されているととがあげられ左ければをら左いが，それらはむしろ企画
の要件K属する。ととでは，それらが確定したあと，研究を遂行する場合の要
件にかぎり，順不同だが，理念的K指摘してなく ζとにしたい。
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第 1は，研究協力者のすべてが，研究全体のことについても，各自が分担す
る部分についても，適確を認識をもち，自己のはたすべき役割を十分に自覚し
ているととである。研究が理論的にどういう結末念いし法則を予想し追求して
いるか，そのためどういう資料を収集し加工しようとしているか，どういう進
行予定のもとtてそれらが実施されるものか，それらについて各自の分担はどう
いう意味をでどう謝子されるべきか，などQj7f究実施上の諸点について各研究協力
者が適確に認識し，かつ役割の遂行に十分の責任感をもたなければ念らない。
ζれは研究上の必要である。
第2K，同時に，事務上の必要として，共同研究VCi≫いて必要左諸事務の種
類と進行の手順なよびそれに対して各人が協力すべき事項について，すべての
研究参加者が十分の理解をもっ ζとである。その事務が行政事務である左らば，
所定様式Kよる書類を所定時期に正確K作成するととはもちろん，予算の執行
については時期vz::t，くれ左いよう早くから用意をととのえるとと左どが，加わ
る。ただしその細部の方式を全員が｛；、得かつ実施する必要はかだtらずしも左い。
有能念事務担当者にそれを一任し研究者らはその事務執行に忠実にしたがう念
らば，それでもよい。
第5は，チーム作りK関する。いかに優秀念研究計画でも，またどんなにす
ぐれた研究者の集団でも，それだけで共同研究は円滑に進行するものでは左h。
各研究者は，よい研究者であれば遣うるほど，研究について強い信念をもち性格
も特殊であるととがむしろ多い。そういう者の集団が，各自の特徴を 1層伸長．。
させつつ，しかも相互K喜んで，他の意見や忠告をきいて全体の目的のための
共同作業に協力する体制は，自然の左り ゆきにまかせていては作れるものでは
念い。その意味で，単K研究能力だけでな〈人格をも投入した，研究者全員の
緊密念協力体制が作られ左ければなら左い。
第4は，個々の研究者自身が1共同研究をつうじてあらたな脱皮をとげるよ
う左もので念ければ念ら友い。共同研究は，参加する各研究者がそれまでにた
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〈わえた知識と技能だけでは問題を処理でき左いととを自覚し，他の研究者と
の共同V<::t≫V>てあたらしい知識と技能を習得し，その結果は，各人自身が個別
科学の研究者だけで左くあたらしい綜合科学の研究者として訓練されうまれか
わるととが左ければをら左い。そのよう左研究主体の前進的転換があってはじ
めてあたらしい綜合科学が誕生するであろうからである。
最後K，研究の組織責任者，じっさいには研究代表者として 1共同研究の遂
行K責任をもっ者が，その役割をはたすべきととがある。上記の諸要件は，い
わば訟のずからに充足される場合もあるだろうが，それはきわめてタ砂本であっ
て，大多数の場合には，とれを充是させるための自覚的な努力が要る。それは
研究参加者すべての者のはらうべき努力であるが， 左かんずく研究代表者
の影響力は大きい。その努力目標のうち，事務については有能左担当者をえる
ととにより，また各研究者自身の脱皮は本人K依存するととが多いために，い
ずれも研究代表者の影響は比較的にす〈左いといってもよい。しかし，チーム
作りと各人の役割遂行とは，決定的に研究代表者の配慮に依存するととが多い。
研究代表者は，参加者1人ひとりの研究上の能力。意欲・可能性のほか，性格
・傾向性その他個人的諸条件を必要念かぎb掌握し，それぞれがみずからのこ
ととして役割を遂行してゆくよう左チーム作bをはからねば念らぬ。そのチー
ム作りの核心は研究目的である。研究計画念かんず〈研究目的を，進行の各段
階vc:J;,~ うじて，適宜パラフ νイズして各人K提示し，他方各研究者の中間成果
を集めては中間的要約と仮説の修正とをして各人の批判に供し，各研究者との
あいだのとのよう念フィード・パックをつみかさねて最終結論に到達するとと
が要請される。そのよう念ととが，研究代表者1人でなく，反対に研究代表者
は特別の配慮をし念くとも，他の参加者たちの自発的念動きによ bできれば上
乗であb，あるいは適切友女房役の努力により訟と念われても，もちろんさし
っかえ左い。
そのほかにも共同研究を機能的K遂行するための要件はなないくつかあげら
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れようし，上記のものも理念型としてであるから現実にはその諸変型が可能で
ある。しかし，上記のものがその主要左ものであるというととはできるであろ
う。
第4節資料に関する若干の問題点
都市研究は， 1つの機能システムとしてみれば，都市K関するデータをイン
プァトし，とれを翻訳・加工・貯蔵し Fそしてとれを利用しやすい形でアクト
プァトするメカニズムであるから，とれに出入する，あるいは出入すべき資料
をどのように効果的にコントロールするかに，その成否がかかっている。資料
コントロールの方法，そのための資料部門の構成と機能が本学の都市研究のセ
ンターにとって決定的左重要性をもっゆえんである。よって，資料K関、じて過
去3カ年に検討してえられた中間的左結論左いしとれから検討を加えるべき問
題点のうち，当面する若干の事項を以下に整理して訟とう。
I 都市研究資料の種類と量
本学の都市研究がその遂行のためKインプットすべき，あるいはインプァト
できる用意をととのえて:Jo＞＜べき資料の種類と量はぼう大左ものになる。
内容的にいえば，各都市の条例規則顕から諸種の都市行政資料・都市刊行物，
国や道府県の法令条規類からその行政資料・刊行物で都市K関するもの，各都
市住民の経済・文化。政治・社会その他万般の活動K関する諸種の第1次資料，
与仁上諸資料をデータとしてま？と左われた調査研究の成果等々と，要約するとと
ができょうが， ζれを広〈解すればそれらの範囲はきわめて大きく左h，まし
て，それらを，歴史的に，かつまた，わが国だけで~＜ 海外の諸都市について
も網羅的に必要とするとかんがえれば，何百万冊かを収容できる大図書館が友
ければならぬととになろう。また資料の形態からいうと，従来の研究用文献の
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常識である図書。雑誌だけにかぎらず，むしろ写真。地図・模型などから，各
種の友まの書類・記録・印刷物等，あるいはそれを貯蔵するコピー・フィルム
スライトー。テープ等，多岐にわたる。
本学の都市研究からアウトプ y トされるものは，数量は前者よりずっと少在
いが，単に完成報告書だけでな〈，研究途上の中間的報告書の類や研究K使用
されたすべての原資料・加工資料等もまた別な機会代効果的に別用されるべき
だとかんがえれば，その方法も智蔵されねばならぬ。
以上のように都市研究資料はぼう大であり，本学の都市研究もそのすべてを
コントロール下Kかかねば左ら宏いのであるが，そのととは，それらをととど
とくみずから所有し収蔵してい在ければならぬととを意味するものではない。
第 1vc，そのすべてを所有し収蔵することは，それに必要念予算額と要員がま
たぼう大友 ζとから言って，不可能である。第2vc，近い将来K図書館界の進
むべき方向を見取る友らば，それは無用・無意味である。いうまでも念〈，世
界になける最近の出版物の増加は，すでに図書館の性格をかえ，個々の図書館
が必要資料を所有収蔵する ζとから，多〈の図書館が所有収蔵する資料を分担
し相互K協力して利用し便をはかるととに移しつつある。したがって問題は，
必要資料の相互協力による書言拍句コントロールの仕方を整備すべきととに念る。
n 書誌的コントロールの汗錦E
本学の都市研究資料部門がま？と左うべき都市研究資料の書誌的コントローノレ
については，まず大別つぎの5形態が区別され左ければえとらえとい。
1は，みずからは所有収蔵すること念〈，他の機関が収有収蔵するものを借
受けててまたはコピーの供与をうけて）利用する場合の資料であり，とれをか
りに借受資料といってま？とう。このような資料利用の形態は，最近の図書館の
相互協力のもっとも核心的左方法であb，本学の都市研究にとョても，その整
備を欠くととができ1J:い。しかしながら，アメリカやヨーロッパ諸国にくらべ
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てわが国tまとの点がきわめて立ちなぐれて必り， 1.:かパ，ずく公立大学図書館で
そうである。そのためには，アメリカでファーミントソ・プランとして知られ
る，資料の種類別による収蔵分担計画，国際図書館協会参加諸国が必ζ左って
いるインターナショナル・ローンなどの例Vてならって，他の諸図書館との間に
組織的左協力体制を作りあげなければ左ら左い。それは，もちろん1図書館・
1大学の力によってできるととでは念〈，またその賄子を促進するのKも熱意
ある専門家を必要とするから，事は容易では友いが，努力はし左ければ左らぬ
目標である。
2は，資料の原本でなく，その複製品（写真・模型・コピー・マイクロフィ
y シ等）をげ陪i収蔵して利用する場合で，とれを複製資料といって J>~＜。とれに
ついては，使用上の便宜と利用者の感覚からいって若干の難点があげられてい
るとはいえ，今後出版物の増加に図書館の予算とスペースがないつか＊－いであ
ろうという予想にたつならば，との難点を克服するためK合理化し発達をはか
ら左ければ~らぬ方法である。複製資料には，その原本が本学K所有収蔵され
てい左い場合のものが多いであろうが，本学が所有収蔵するものでも，貴重資
料や本学の都市研究が残した研究資料で公刊され左いもの念どには，その保存
と3利用の便宜のために作成されるものもあろう。その場合には J諸写真機械や
マイクロ・リーダーあるいはプリンタ一念どの機器とともに，複製の作成と作
用のための施設設備と要員が必要と在る。
最後は，本学が直接に所有収蔵する，原本である資料で，所蔵資料といえる
ものである。とれは，分量におかでは借受＠複製の両資料よ b少ないかもしれ
念いが，本学の都市研究者カ靖耳究遂行のために必要念ものとして収蔵するもの
であるから，利用度にないてははるかに多いであろうとかんがえられるもので
ある。と同時K，外部の利用者のためにも相互協力の 1形態として役立てるべ
きものであるから，それらの書誌的整理の方式を整備するととが要請させる。
整備とは）受入資料を造本・製本し，分類し，カード・目録を作成するという
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通常の整理作業を正確かっ迅速にbと念うととのほか，外部との相互協力のた
めに，できれば共通の分類基準の樹立，文献目録の時機に応じた発行と頒布左
どのととが，通常のνファレンス業務と左らんで，円滑にま？と左われるととで
ある。それらのための専門家をもっととは，もちろん前提要件である。
m 資料計画先行の必要
本学が都市研究を組織的に冬、ζ左bうとすれば，す〈左くとも上記の意味k
bける資料部門の構成と機能が整備されなければ左ら念い。とすれば，そのた
めにどういう資料部門を具体的に構想するかの計画が精密にたてられねば左ら
左い。そしてそのためにはさらに，資料の種類と量をどの程度のものと定める
かなよびその書誌的コントロールをどうなζなうかというととに関する計画す
友わち資料計画が前もって定められねば左らぬ。それには以下の諸点が主要友． 
問題と念る。
まず，都市研究が必要とする全資料の体系Kついて現段階で可能念かぎb予
定予測をし，つぎにとの予定資料の体系のをかから，本学の都市研究が書誌的
コントロールを重点的に整備すべき部門の順序を定める。その重点順序にした
がって，借受・複製・所蔵の 3形態のどれをもって個々の資料をコントロール
下VCt≫くかを計画するととが，つぎに必要と念るが，とれが，単に内部の専門
的技術の体系整備だけでなく外部との相互協力の体制を作bあげてゆく ζとを
前提するから，資料計画の1つの中心的部分である。それと関連して別の中心
的部分というべきことが，資料の分類整理方式を合理的に決定するととである。
どういう分類方式を採用し，どういう種類の目録を作成するかは，資料の利用
価値を左右する大問題である。
そζで定められるべき重点順序は，いま簡単K言えるととではないが，種々
の情況と従来の経過とからみて，内外の大都市とくに東京に関する資料が最重
点、の 1とされるであろうと予想される。東京氏関する資料といえば，その種類
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と量は，相当に多〈かつ研究資料として貴重であるにもかかわらず，とれを綜
合的・網羅的K所蔵しあるいはコントロールしている施設は念い。本学付属図
書館の東京資料や本都市研究購入図書左どは，その1部をなすがど〈小さい
一部にすぎ左い。むしろ多〈は，東京都の公文書館・議会図書館・中央図書館
．日比谷図書館その他の諸部局や区・市立¢諸図書館，あるいは，国立国会図書
館・国立公文書館・東京大学内諸図書館，そして東京市政調査会市政専門図書
館念どに，収められているが，全体として統一的コントロールが念〈，相互に
分散のままである。そうだとすれば，それらK一貫する統一的念書誌的コント
ロールの体系が樹立されるととが当然望まし〈，しかもそれは本学 1偶の意志
や努力だけでできるととでもない。すく左くとも本学に関する資料については，
東京都関係諸施設が相互に協力して1つの統一的念図書館の設置もし〈は統一
的コントロールの方式の確立を検討するととも，案として出て〈る。その案の
左かで本学のセンターがどのよう念位置をしめ，どのよう念役わbを演ずるか
も，資料計画の念かで定められてしかるべきである。
そのよう念案は，もう 1つの点にないて価値があるとかんがえられる。それ
は，上の案は，同時K東京関係資料の保存図書館あるいは保存体制の樹立にも
. .・・・
役立つであろうからである。現代の図書館が，図書の収蔵スペースの不足K左
やみ，刺用度のへった資料を保存図書館を別に設けてとれに送る方法を拡大し
つつあるととは，周知の事実である。上の案とともに東京関係の諸施設が共同
剥用できる保存図書館あるいはとれにかわる保存体制の樹立に成功する念らば，
そのととは，単K都市研究の効呆的な遂行に貢献するだけで左〈。東京の住民
が居住地である東京の文化面i'L:J：.≫ける管理にないても， 1つの実績を残すζと
になるであろう。
N 文献目録について
一般に都市研究関係の文献目録といえば，世界のあらゆる研究者・研究機関
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が作成するものをさすであろうが，その全体的完成については本学のセンター
の貢献が多かるべきととが期待されるとしても，それだけが単独で責を会うも
のでは左いので，とこでは，本学のセンターが責任をなうべき文献目録につい
てのみ若干の検討を加えておく。
はじめに文献目録の目的ないし意義を確認しでなく必要がある。ある施設が
その収蔵する所蔵資料。複製資料の目録を編集発行するものが，所蔵文献目録
で，利用者の利用とくに検索K資する ζ とをお戸も左目的とする。それとならぶ
のが，参考文献目録で，所蔵の有無にかかわらずなよそ存在する参考文献の網
羅をめざして，研究者むしろ研究機関・研究グループが作成するものである。
わが国の現状についていうと，概して，前者は発行と頒布がかならずしも一定
せず，発行が途切れたりbくれたりするととがあり，分類や索引の方式もマチ
マチで，使いにくいととが多い。それは，参考文献の情報を求めるのに必要念
基礎的手段だが，それら諸点の理由により，と〈に最近のようにめまぐるしく
学問自体と参考文献の範囲とが変化してゆ〈時代Vては，時機K適さ左いうらみ
がある。他面，後者は，テーマを限って必要K応じ，比較的迅速に編集し，あ
るいは分類を変更改善するなどのととが可能であるが，組織性Kないて欠ける
ものが多い。
2種の文献目録は，それぞれの特徴をいかして整備するととが，学問の発展
のためK望ましいばかりで念〈必要でもある。そのうち所蔵文献目録は，前述
の資料計画のなかで資料の分類整理の方式が決定されれば，基本的方針が定ま
ったととK左るので，問題はむしろ他の参考文献包録にある。従来都市研究組
織委員会が編集発行したものは，とれであった。
この種の文献目録は，通常，現存する参考文献をなるべく網羅して研究者の
便K供するものとかんがえられていた。本委員会の文献目録も，その意図で過
去に発行されたが，その実施の結果，つぎの新らしい発見がえられたっその1は，
いわば形式的左商で，真に利用の使をはかる念らば，記載文献の個々について
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正確なデータを完全に収録するとと， bよびその収蔵図書館と函架番号とを併
記するととが望ましい。その2が，いわば内容的念ととで， ζの種の文献目録
は，単に現存資料の網羅でつきるので左〈，それよ bすすんで，新科学樹立の
ためK，むしろ新らしい資料をみずから発掘しあるいは現存資料を新らしく見
左なすととにより新らしい使用倒産を発見し，ー具体的には分類方式をつねK
修正発展させーひいて，科学の既存の常識を破りその将来の発展方向
を展望・示唆する役わりを分担するととである。それは要するに，新科学とし
ての「物を見る目」を鋭利にするととにより，新科学のための資料を研究者の
検討に供するととといえる。ぞれは，みずからの試行錯誤により，また日々の
改善によって，段階的に完全をめざすほか念いのであるから，編集のたびどと
に，むしろ編集方針が修正されてしかるべきものである。その意味Kt≫いては，
つねに仮説的念性質をもち完成するととが念い。ただし，研究の蓄積という点
から見れば，一旦ゃったととの無雑作左廃棄はありえ左い。前回のものとの継
続性を保ちつつ，現状をさきんじる編集をなζ左うべきととろに，との困難さ
がある。それは，質的Kは，都市研究そのものの困難に通ずるものである。と
いうととは，それ自体1つの都市研究左のであろう。
? ?? ? ?
第2章
者日市経済研究の立場からの考察
（泉 三義）
加藤芳太郎／
第1節研究経過
個人的あるいは少数のグループによる本学の都市研究は以前からあったが，
全学的かっ組織的な研究は昭和 43年度以降の都市研究費交付を機として始ま
「たものであり，都市経済の研究もまたその不可欠な一環として実施されてき
たのである。
4 3年度以降5カ年計画の全学テーマは「都市地域の環境整備に関する総合
的研究」というととであった。経済関係に》いては柴田徳衛教授を研究代表者
として「都市過密化と中小零細企業Jという研究課題が選ばれ，東京U亡なける
もろもろの都市問題解決K関してある意味の大き左陸路とされる中小零細企業
の実態解明が研究目的としてとりあげられたのである。
専門分野の異在る研究者が文字通り共同研究の実をあげるのは同じ経済領域
にないでさえ決してかんたん左ととでは念い。そとで研究分担者が逐次成果を
発表，研究者全員が参加討論を行左う一方，外部から講師を招いて参考の資を
え，研究の蛸？をはかったのである。
まず昭和45年9月25日の第8回都市研究発表会で，経済学部の泉三義，
城座和夫，柴田徳、衛の5氏がそれぞれ「都市になける中小企業Jについて報告
している。
泉教授の報告テーマは「都市化と中小工業」であり，その目的は都市化が念
ぜ起こるか，中小企業は都市化現象の中でいかをる動きをみせているかという
ととの究明である。中小企業の中で，都市への人口集中により，商業・交通運
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輸業。通信・金融・保険・サービス業。娯楽施設・知識産業なよび飲食店など
の，人間相手の産業は全般的にみて利益を受けているが，均一品質で大量生産
のきく製造工業部門では，中小企業は大工場の技術革新等Kより，不振や停滞
の憂き目をみている，というのがその結論であった。城座教授のテーマは「大
都市vu；~ける中小零細企業の存立条件」であり，都市中小零細企業は．土地に
密着している・という事実を指摘する。そして現状のままでは中小零細企業は，
都市化の波に押され，そとから脱出する力をもた左い弱い企業だけが残されて，
一定段階に達すれば収拾のつか左い事態にむちいる危険性があり，公的機関の
援助念くしては，既存中小零細企業の今後の存続はより困難と在るであろうと
予測する。柴田教授のテーマは「東京の発展と中小企業」であb，ニューヨー
クとの比較にないて東京の中小企業の発展可能性を分析する。今後の経済発震
は中小工業の将来にとってプラスになる要因もマイナスK左る要因も含むが，
プラスの要国としては自活水準の向上，情；報産業・教育濯業り発展などがあり，ニュー ヨ
ークの代表的中小工業がとのよう左プラス要因K支えられる婦人子供服製造業
や出版印刷業であるのに似て，東京の全国的比重が最も高い中小工業は印刷・
出版である。もっとも，現在の東京では婦人子供服はニューヨークのよう ！，：高
い地位を占めてい左い。プラス要因に助けられる中小企業が今後比重を高めて
いく Kしても，東京の中小工業にとっては，第ーに労働力の供給，とくK低賃
金労働力の供給が枯渇し左いかどうか，第二に都民の生活水準なよび要求がど
う念るか，というととが大き友問題点と左るとして，さらに今後の中小工業対
策がいくつか提案されている。
研究発表会の外には，しばしば専門家の見解を求める機会がもたれた。中小
企業の致命的問題である金融については，都経済局金融部の融資関係課長，担
当官を招き，現在の都からみた中小企業金融の実情を尋ね，ま？と同じ〈都の中
小企業の実体に最もよく接している都の商工指導所所長清岡氏を招いてその意
見を聞くとともに，これを機として研究担当者が向指導所に数回bもむき，同
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所の資料・統計に接して所員の人々と意見を交換した。さらに統計の中小企業
関連データについては，都総務局統計部長下村氏を招き，研究を行友った。と
のよう在外部専門家の意見聴取だけで左〈，すすんで都内中小企業の実態を見
学調査したことも一再ではない。
以上の研究成果は次節にその内容を述べるよう K，昭和46年2月，都市環
境整備研究報告2のうちの，「都市の発展・過密化が中小零細企業K与える影
響（その 1）」がよび同11月「（その 2) Jとして発表されている。
都市研究費による昭和46・47年度の第二次研究総合テーマは「都市の構
造と機能」というととである。第一次研究が「都市地域の環境整備」を対象と
して当面K迫る対症療法的在性格を帯びるのにたいして，との第二次研究は現
今の都市状況をつ＜!J出す都市の本質Kょb近〈接近しようとする基醐守，総
合的性格をもつものといってよい。その意味では研究の順序が逆であるかも知
れ左いが，それは都市研究センターというよう念恒久的念組織体が設立された
上で整合的，長期的に計蔵されたもので左い以上，ある程度やむをえ念いとと
であろう。
との総合テーマの下で 46年度Kは柴田教授を研究代表者とする「都市の経
済物質の循環構造」という研究課題が決定された。しかし，のち同年度中に柴
田教授が都企画調整局長に転出したために，理学部の半谷高久教授が代表者と
念ョて引続き共同研究を進めている。 ζの研究課題の目ざすところは，都市化
の急激~進展と経済規模の拡大に伴って生ずる自然左いし生物間のバランスの
撹乱が都市住民の健康・快適念生活Uてあたえる脅威ゃ，経済的生産量の激増が
逆説的にもたらす反福祉の根源を解明するために，まず経済物質の循環機構を
自然科学と社会科学の両面から総合的K把握するととろにある。 ζの研究は蒐
集ないし作成可能な資料の点からも，方法論の点からもきわめて大きな困難を
含むものであるけれども，理・工学部必よび経済学部の共同研究者がそれぞれ
協力してできるだけ目標への接近代努めてシり，その成果は47年度lてないて
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「産業廃棄物の問題J，「財の循環モデル」，「公害の経済分析」をどのサプ・
テーマのもとに発表される予定である。
第2節研究業績の概要
都市研究は今後ますます内包，外延的K発展してい〈気運にあるが，ととで
は， ζれまですでにえられた研究成果の概要をさらに個別に立ち入って紹介し
てみよう。上述したように，都市環境整備に関する経済的側面からの研究課題
は都市過密化を主題とするものであり，研究結果は次のようK配置構成されて
いる。す左わち
都市の発展・過密化が中小零細企業に
与える影響（その 1) 
第 1章東京の発展と中小企業……....・ H ・....・ H ・－－…・柴田徳衛
1 東京都と中小企業
2 中小工業の将来像
第2章都市の過密化と中小企業対応、の方途帽 H ・H ・...・ H ・－ 泉三義
1 工業化と都市化
2 都市過密化の中小企業への影響
3 都市過密化にたいする中小企業の対応の方途
第5章大都市工場地帯になける中小玉業企業の存立条件一城東地区
工業地帯を中心として ……....・ H ・.・ H ・－…...・城座 和夫
1 課題
2 販売依存度
3 原材料・部品の仕入依存度
4 労働面の事情
???
》
5 立地条件悪化とそれへの対応策との規模別開差
6 業種別構成の変化と中小企業
第4章都内中小企業の労務管理に＃ける事例を主にした若年従業員の
定着性問題....・ H・......・ H ・－…..・ H ・－… H ・H ・－ 白木他石
1 都内中小企業の労務管理の動向
2 定着性問題で注目すべき従業員の型
3 意欲の要国は何か
4 定着性向上の方策
5 とれからの現場役職者
第 5章東京都V<:~~ける中小企業金融…….....・H・...・ H・－－宇野健吾
はじめK
1 企業金融の現状その 1
2 企業金融の現状その2
3 東京都中小企業融資制度による融資実績
むすびにかえて
向上（その2) 
第 6章 G ・アプラモワスキ「ヨーロッパ都市~~よび市民の歴史の比較
。構造分析」（その 1) .・ H ・.・H ・..・ H ・.・ H ・－ 水沼知一
第7章中小企業になけるモーティペーションの管理… 二村敏子
はじめに
1 モーティペーション管理の理論一一序説一一
2 生存モデルと人間関係モデル
3 成長モテソレ
4 都内中小企業V<'.:~＞けるモーティベーション管理の実態
第8章中小企業金融問題接近へのー視点…….....・ H ・－ 稲垣覚
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はじめK
1 我国中小企業の近年の動向
2 金融面に見られる特徴
3 中小企業対策についての覚書
第6論文を除く以上7つの論文はいずれも東京都の中小企業を対象としてい
るのであるが，分析の側面がそれぞれ異左り，かっ多岐にわたるので，一応績
を追って各論文の要旨をあきらかにしてみよう。
第1主主の柴田論文は45年？月の研究報告をさらに整理展開し，実証的K裏
付けたものであり，~かんず〈中小企業の将来像を拾き出すとと K力点を沿い
ている。との論文では取扱いの対象を中小企業のうち中小工業に限定している
のであるが，まず東京の中小工業の歴史の念かでは，明治以降在来の小地場産
業がひろく存在していたととが注目される。 ζれらの小工場Vてたいし，他方K
政府の直接，間接の援助で建てられた官営や財閥の移植近代的大工業があって，
目清，日露の両戦争とともに日本経済が急成長するにつれ，全体として機械化，
動力化カ進み，やがて一方で在来産業の小工業動吠撲によって整理淘汰され，他方
でその下請工場として支配下(ICi≫かれる傾向が出てきた。第一次大戦中の戦争
景気の後をうけた戦後不況のなかで，大E末期から昭和初期Kかけ中小企業の窮
乏化がひど〈左b，いわゆる中小工業問題としてとりあげらt1-るに至った。第
二次大戦後は数量的K中小企業は依然その比重を大き〈保ち左がらも，近代的
大企業のめざましい高度成長の他方にとb残されたその体質（雇用関係）の古
さ，大企業との賃金格差，生産性の低さ等，いわゆる二重構造の問題として改
めて世の注目を浴びるに至っている。とoc最近は，公害発生源としての問題，
経営が古〈権利関係が複合していて移転困難のため都市計画遂行上の陸路とな
るといった問題が表面に出てきた。東京のよい都市づく bを考えるばあい，と
のよう左中小企業の行方，対策がカギと左ってくる。
??? ?
東京都の工業では従業者29 9人以下の中小工場の比重が圧倒的K大き〈，
昭和41年，工場数Vてないて？虫 55ぢ，従業者数に沿いて75%，製強品出荷
額Kがいて62. 5 %と在っている。中小工業従業者数の比重が高いのは繊維工
業，衣服その他の繊維工業，家具類，皮革製品，金属製品であり，従業者絶対
数の多いのは，印刷・出版，金属製品，電気機械器具左どである。全閣的Kみ
れば，出版・印刷，皮革関係，光学精密機器，電気機械号具，ゴム製品，家具，
食料品念どの業種が年間出荷額にがいて全国第1位を示し，一般的にいって製
品は主に消費関連財であり，重化学工業用品はむしろ神奈川，千葉県のコンビ
ナート地帯の方に多〈みられる。
東京が臼本経済の中心として圧倒的念比重をもちはじめたのは戦時統制経済
色が濃〈左って中央官庁の機能が増大してきた昭和14～5年前後からであり，
戦後も経済の中枢たる本社機構を東京に移す傾向はむしろ強められた。また技
術革新によってエネノレギー源が石炭から石油（それによる電力〉へ転換したと
とは，工場立地条件を原料地から大都市周辺に移動させるとととなった。オー
トメ化と市場開拓の必要は肉体労働者を減らし，東京tてある本社の事務部門で
働〈ホワイトカラーの比重，したがって東京の比重を大き〈した。とのように
して日本の政治，経済，情報の中心とi_b，それ自身巨大な取引と消費の場と
左った東京にないて，中小工場は将来いかさtる道を辿るのであろうか。
とれはなそらく次の五つの要因K強〈依存するであろう。す左わち
哩液術革新，近代化の方向
東京の工業生産Uてないても近代的技手持新，大量生産方式の導入という要求
は強ま b，他方賃金は昂騰して旧来の長期徒弟奉公形式の熟練労働に頼る生産
は困難に念るであろう。たとえば和菓子，ぺっ甲細工，瀧号というよう刻、規
模集錨業は，需要の高級化や多様化によって市場に不足はし念いとしても，生
産K不可欠念高級技術あるいは年期をかけた職人的技芸を必要とする労働力が
どとまでえられ続けるかによって将来が決まるであろう。需要そのものも相対
? ?? ?
的K高価[IC~ る工芸品的製品にたいする晴好が強〈残るかどうか，必ずしもあ
きらかで左い。
12）下請企業
年功序列制と，と〈に低賃金を可能左らしめる若年労働力の地方からの豊富
左供給が東京[IC:J≫ける下請け中小企業の大き念存在基盤であった。 ζの傾向が
今後いまのままで存続するかどうか大き念疑問であり，むしろ従来の傾向はか
なタ変わるであろう。もし若年低賃金労働力が日本の国外ー低開発国ーか
ら東京K入りはじめるとすれば，それを基盤とする中小企業は存続しうるけれ
ども，民族的左全〈別穫の都市問題が生じるととにをろう。
③生活水準の向上
都民の所得増加K伴7て多〈の新しい財貨への需要一ー復古謂や懐古趣味の
伝統的~工芸品在ども含む一ーがふえ，各種のアクセサリ一類から愛玩用ペッ
トの装飾品をできわめて多種多様と在ろう。とれらは季節性やファッション性
をもち，大工場の大量生産Kは適さず，中小工場ゃ手作業Kよる多種少量生産
に頼り，イ国人のアイデアK依存する面が多い。
⑨情報産業，教育産業
今後の東京の経済，文化が発展するにつれ，そとはますますマスコミ産業や
広告宣伝，業界誌念どの全国的中心と左b，また娯楽，教育産業等の場と念る
であろう。そして中小企業はそれらの中に働き場所を見出すであろう。そとで
はまた特殊の技芸，知識が専門家として要求され，医院を含む医療薬品産業の
従事者，弁護士，税理士，不動産鑑定士左どとともに相対的，絶対的K増加し
て，その関係中小事業所を増大させゐであろう。
⑤公害，災害，事故
とれらは者［）内で多発しているのであるが，と（ [IC中小工場は公害の発生源で
あると同時K，その被害者でもある。しかもその両面とも問題の解決がむずか
しい。
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東京の中小工業が将来どのよう念展開の方向を辿るか，それぞれ5要因のプ
ラス，マイナスのカの作用に大きく影響されてゆくであろう。
第2章の泉論文は都市の過密化を中心として中小企業問題を分析する。封認
時代とらがって近代lぐないては，工業化は直接，間接に都市イヒの最も大女老原
因の一つである。ととろで中小工場と〈に零細工場の市街地に存在するものは
はなはだ多い。地価の割高にもかかわらず，市場との距離，注文主あるいは読
企業との連絡や接触，製品輸送，求人，情報や通信上の利便をど，いろいうな
総合利益が地価VC.:J;~ける不利益をつぐ在って余りある限り，それらは都市に；集
中する。卸小売商業ゃ，不動産業や，その他各種のサービス業は，顧客との近
接を要件とする業務の性質上当然市街地の中に散在し，そして規模的には中小，
零細企業の数が圧倒的に多い。
都市化の現象は中小企業にいか左る影響を与えるであろうか。都市化は人口
や所得や情報の集中Kよって企業の発展にたいしプラスの効果を与えるけれど
も，それは限界念しにでは左い。生活者にとって生活必要条件左いし環境の供
給がいちじるし〈適正を欠〈状態、は「過密化」と称すべきであるように，企業
の存立や発展にとっても「過密化Jの状態が生じうるのであb，それは一つの
限界要因だといわ在ければ左ら念い。
現在の京浜地方や阪神地方には都市化のプラス効果だけで左〈，過密化のマ
イナス効果もようやく濃〈をりつつある。をず都市や都市周辺の土地価格が暴
騰したととは，事務所や工場の新設拡張をひじように高価にしてしまった。
事務所，営業所のばあいには仕事の性質上市中に存在するととが必要である
か，または高層建築が可能であるために地価の蒲騰を無視するととも不可能で
は念いけれども，工場建設のばあいにはコスト計算の要請がはるかにきびしい。
だから，工場が市中にあるものの多い中小企業は工場の拡張がきわめて困難で
ある。もっとも零細規模ならば，工場への転換も，狭い地積の土地購入も比較
的行念いやすいから，過去の高度成長期間に東京の1～4人規模の工場は他の
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大都市とちがって平均以上に増加している。商業とれて小売商業は立地が大事
である。新設は市街地で念ければ左らず，スーパーマーケット左どの大型商店
はJjljとして，敷地は広大を必要とし左いから，土地価格の高騰はある程度堪え
られるのであb，その点零細工場に似ているのであるが，しかし既設商店の同
じ場所になげる店舗拡張はしばしば困難である。
都市化は生産要素としての労働の上にも影響を与える。若年労働力の不足傾
向はもちろん急速在高度成長の結果であって，都市化そのものの所産では念い。
しかしとの不足が若年層の賃金，とりわけ初任給の急騰をもたらし，企業のう
ちではとくに中小企業に大き左負担を課するように在っただけで友〈，都市の
過密化がそれに輸をかけるととに在った。住宅難，交通難をはじめ騒音，汚染
された空気，割高乏生計費念どの生活環境は悪化する一方であb，とれまで労
働力のえやすかった都市の利点を大きく殺ぐ作用をする。それらは直接間接K
賃金引上げの力を加速するのであるが，との影響は大企業よりも中小企業によ
b強くのしかかる。若い労働者の外K技能労働者の不足率が高いのは，それが
中小企業だからである。賃金コストの上昇は，市場が企業に有利であれば価格
K転嫁するとともできるけれども，はじめから労働者を雇え念いというのでは
企業の生死にかかわる。「省力化」をやったととろで労働力を零にでき念い小
規模の企業には，とくに労働力取得難の脅威が大きい。
資金需要については，土地購入や賃金支払のためKより多くの資本支出や運
転資金が必要に念るであろう。とのよう念負担もまた中小企業には相対的Kき
びしいかも知れ左い。
最後に，都市過密化の直接的左マイナス効果の中で最大のものは公害であろ
う。加害者という観点からみれば，規模の経済性を欠く中小企業は絶対的には
もちろん，ととによると相対的にも公害防除費用の負担力が小さいであろう。
都市K多い中小企業Kとョてと〈に公害の防除は深刻念問題である。
都市化はマイナスの効果ばかbをもたらすものでは左い。またすべての産業
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に不利益を与えるわけでは左い。人口や所得の集中は一般に流通関係の産業や
サービス業，念かんずく消費的サーピス業~てとって有利なはずである。従業者
数を基準托して東京都区部の昭和32年と比較した41年の倍率をみれば， 3.3
倍Uて伸びている不動産業を頂点、として建設業の2.3倍がとれにつぎ，以下2倍
未満の倍率で運輸通信業，金融・保険業，サービス業，卸売・小売業，製造業，
電気・ガス・水道業，鉱業の順に続いている。第二次産業のうち飛びぬけて高
いのは建設業だけであり，いちばん従業者の多い事選造業は 1.4倍弱程度Kすぎ
ない。第三次産業の伸び率が一般に高いのは，やはb都市化の影響を示すもの
といってよい。
製造業の伸び率が低いといっても，すべてがそうだというのでは友い。一般
に重化学工業の伸びが大き〈，軽工業のそれが小さい。また最終消費財ととも
に部品が多〈，それも耐久消費財の部品が多〈を占めてなり，出版・印刷業の
生産する知的消費財左どを含めて，大都市の消費人口膨脹K支えられる成長の
姿が如実K示きれている。
商業vc:J≫いては総じて小売業よbも卸売業の伸びが大きい。技術革新の進展
や重化学工業化，所得水準の上昇に伴う大量消費の増大左どによって全国的に
卸売業の活動の場がひろがり，またその規模も大型化する傾向があるが，東京
にないてはと〈にそうである。商業よ bも成長率の概して高いサーピス業の中
でまだ伸びの小さいのは娯楽業，趣味産業念でであるが，とれはその調査時点
後K，また将来に発展の期待されている産業である。
きわめて一般的にいえば，都市の過密化Kよって中小委怠宣業の存立する経済
基盤あるいは環境はかれらKとって不利と念っている。不利左条件をできるだ
け解消するためKは，中小企業同士の協業化，集団移転，公害共同防除施設の
実施などが有効念方法であb，他方に労働の生産性や定着性を高める工夫が肝
要である。
都市に存在するととが有利~産業は，そとに活動の場を選ぶととが発展の可
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能性を保障する道の一つであるが，そのととは製造業の中小企業Kつhても，
商業やほかのサービス業の中小企業Kついてもいえゐ ζとである。ととにサー
ビス業の将来はますます開けていく Kちがい左いから，異質，多様左欲望が同
時K多量存在する領域で中小企業の活動する舞台は案外Kひろいかも知れない。
第3章の城座論文は大都市の工場地帯Kある中小企業がどういう形で地域と
結びつき，その中に自らの存立条件を見出しているのかというととを分析する。
そして一つの代表的工場地帯として墨田，江東区を中心とする城東地区をとり
あげる。
当該地域への企業の依存度は，まず第－vc，企ー業の総販売額のうち当該地域
にたいするものがどれだけの割合を占めているかに表われる。
東京商工会議所の 43年の調査によれば，対象中小工場の販売先事業所はそ
の6割が東京都内K集中してなり，城東7区にあるものが31 %，その他の東
京都内が31 %と同じ割合を示している。業種別に城東7区への依存脚2高いの
は鉄鋼，金属製品，石油石炭製品左どである。城東地区への販売額が全販売額
の80%以上を占める工場は25%もあり，うち100%のものさえ12%あ
り， 50%以上でみると 4割をζえているのである。城東7区を含む全東京都
tてたいする販売依存度は約 60 96，それも小規模工場ほど高＜' 1 0～1 9人
規模や 20～2 9人規模では70～7 2 96であるのに， 30 0人以上規模では
3 7 5ちである。小規模工場でもか左り多〈の販売先事業所をもっているのであ
るが，最大需要先事業所への販売集中度をみると，それK半ば以上を販売して
いる工場は小規模工場ほど多い。 ζのようK販売依存度によってみれば，城東
地区の中小工業はとの地区で展開されている濃密念社会的分業の一環として組
み入れられていて，その下で存立しているというととができる。
仕入面の依存度はどうか。原料品・部品の全仕入先事業所の 58%は城東7
区にあり，小規模工場ほどとの地区への依存度が高い。金額50 %らL上の仕入
を該地区から行念っている工場は実vc6 5 %もあり，全仕入をこの地区から行
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なっている工場が26 %にも上る。どの規模も一般に仕入先事業所数は多〈，
小規模工場でも多角的な仕入によって事業を営むものが多い。とのように製品
の販売とともに，原料・部品の購入について城東地匿に大きく依存していると
とは，中小工場にとって正に立地条件の利点、として強〈意識されているのである。
城東K限らず，一般にどの地域も「労働力の不足Jvc悩んでいるのである
が，その点は城東地区よりもむしろ郊外地の方がより深刻である。墨田区，江
東区は専門的・技術的職業従事者や管理，事務従事者の割合が低〈，技能工・
生産工程従事者，単純労働者の割合が高い。それはとの地区が工業地帯のせい
である、とともに，とのように豊富念工業労働を地区内に求めうるととがまたと
の地区の工業を支えているのだといえよう。台東，墨田，江東区は長時間就業
者の割合が高いのであるが，とのよう左長時間就業に堪える住民が数多く地元
に居住しているととがまた現存の商工業を支えているのだともいえる。男子に
ついては若い年齢層，すなわち 15～1 9歳， 20～2 4歳の就業率が，前記
5区vc:t・V>て住宅地域である世田谷区よりもはるかに高〈，女子についても同
様の傾向がみられる。工場地帯は地元，周辺の住民に手頃左家計補助的就業の
機会を与えるととKよって家庭婦人の就業率を高めるものであり，若年のみ走
らず中高年齢層の女子就業率も住宅地域よりははるかに高いのである。とれは，
地元，周辺に住む成人男子労働者の低賃金率と，それを補う家庭婦人の家計補
助的就業の必要疫が高いととの反映でもあろう。
都市化の進展Vて伴う工場敷地の狭隆，輸送事情の悪化念ど，立地条件のある
ものが悪化するKしたがって，大規模工場ほど移転の意向が強〈なるととは，
東京都首都整備局の調査資料が示すところである。小規模工場にかいても缶率
ではあれ，現在地の立地条件が劣っているととを必ずしも否定し7をいのである
が，しかし販売や仕入や従業員の確保について地元に依存するととろの多い小
規模工場は，そとから離れるととが容易でない。かれらは，現在の工場地帯を
整備再開発するととのうちK，立地条件の悪化を克服する方途を見出すほかは
-39ー
念いというととに左る。工場移転は大工場左らば独力でも可能であろうが，工
場地帯の再開発となれば，ノトヨブ易のばあいには多数企業の協力はもとよ b，それ
以上K自治体の強力左パグクアップや，さらK指導さえも必要であろう。
東京都区部での製造業の業種別構成は近年急速に変化してなり，；重化学工業
化が停止して，情報産業や高次加工の消費関連産業が平均よりも伸びている。
出版・印刷や衣服，皮革がそうである。また零細事業所が族生している。同じ
消費関連産業でも高次加工産業(IC~ るほど消愛者ーの好みを知るメリットが大き
く在るから，そとでは大消費地の中小企業のシェアが高まるわけである。資源
型から高次加工裂の業種へと上向するにつれて，中小企業のウエイトは高〈念
ってい〈のである。
第4章の白木論文は経営学の観点から中小企業にシける若年従業員の定着性
の問題を取扱う。東京都VU≫ける中小企業の悩みは数多いが，その一つは労働
人口の絶対的不足とともに，労働力の移動がはげしく定着性が薄いという問題
である。
中小企業の現在の労務管理の動向をみるとき，まず第ーに考え念ければ左ら
ぬのは若年労働者を中心とする入手不足という ζとである。第二は，技術革新
の進展によって新しい作業免識や高度の工学技術が必要と左ると同時に，作業
は単純化し標準化して定型化された業務内容が多〈なってきたととである。第
三は，企業Kなける教育訓練が企業の内外にないて重視されるようK左b，し
かも労働意欲の面を重視してし、かねばならなくなったことである。教育訓練は従来の
ように企業全体，工場全体としての意味だけでなぐ，職場訓練の方法が強調さ
れていかねば左ら左い。第四は，年功序列的左ものから能力中心主義的左もの
に移行する動きが見られるととである。
依頼心と独立心という相反する心的状況の持主である新入社員にいかに対処
するかということは，定着性の問題を考慮するに当って一つの重要左問題点で
ある。仕事の成績に関連する要因には，一般に知識経験，技能という能力に関
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するものと，熱意，志気，責任感という意欲K関するものとのこつがある。新
入社員の業務は主として単調化・分業化・定型化。標準化された業務が多いの
で，能力よりも意欲によって影響される場合が多い。しかし，十人十色といわ
れるように新入社員Kも種々の型があるから，各種の型の特性を理解し左がら，
定着するように対処方法を講ずるととが望ましい。代表的な型としては次の五
つをあげるととができる。 (a）一般の型入社して最初の数か月は成績の向上
が弱〈，停滞をしてほとんで伸びてい念いが，それ以後は急速に発展していく
型。とれKついては経験ある教え上手左指導員をつける世話役制度などを考慮
すべきであろう。 (b）意志の弱い型 ζれにたいしては職場vc::t~l.A て常に発生
する些細を状態を分析し，早期発見，予防注射的考察が必要であろう。 （け希
望にもええ型 とれば勤務期聞に正比例して仕事の成績が向上する型であ ！？ , 
企業にとってはきわめて望ましい裂であるが，左シ教え方の改善Kは留意すべ
きであろう。 (d）最初のうちに出しきってしまう型 とれにたいしては最初の
教育が大切である。 (e牌殊念型常人の標準以下を常に低迷していたり，仕
事の成績にムラがあったりして，問題の常在する存在であるが，とのよう左型
については問題の原因の徹底的左究明を行左って，監督者は最後まで世話をす
る心構えが必要であろう。
従業員の意欲を左右する要因は時代とともに変わっていく。現在から 7～8
年前まではその主主因はほとんど賃金給与に限られていたが， 7～8年前からは
レジャーに関係する労働時間がそれに加わり， 5年前頃K念ると娯楽施設や福
利厚生施設の有無も意欲に影響するように左b，さらに2年前頃（1L1;:ると各穏
の人的関係の要因も考えられるように念ってきたのである。
今日の中小企業にないては採用が非常に深刻な問題と在ってbb，若年労働
力の不足を中高年齢者または家庭婦人の雇用で補うという動きも見え，そして
またそれに成功した事例も多い。だがそれはそれとして，定着性を大きくする
ととは依然として重要である。
?
?
若年労働者の定着性を云々する前K，人を集めるのにふさわしい労働環境や
労働条件を整備してな〈必要があるととはいうまでも左い。定着性向上の方策
としてまず第ーに考えられるのは，指導員制度，世話役制度，教育助手左どに
よって仕事上念らびK私生活上の面倒をみる先輩従業員を必くととである。家
庭とか出身校とかの連絡を緊密にするととも考えられてよい。作業の単調化，
定型化K対処するために配置転換をしたb，主体的にまとまった仕事をやらせ
たりするととも一つの方法である。同時に，大き在期待を与えすぎてもいけ念
い。会社のありのままの姿を常に知らせてむくととが必要であろう。また可能
左らば高校，短大の通信教育をうけさせることも望ましい。最後K，人間関係
管理技術を導入して上意下達，下意上通をはかるととが肝要である。
とれからの現場役職者について関説すべきととがある。労働意欲の向上や人
事政策のためにとれまで役職者を乱造した嫌い左しとし左いが，管理者が増加
し，監督階層が重複化するととも K，上下のコさュニクーションが悪〈左り，
依存性的体制が現われてくる。反面セクト主義が拾頭して〈るから，組織の能
率化をはかるためにコミュニクーションによって調整を行なわ左ければ左らな
い。わが国企業の人事管理制度の多くのものが監督者適格採用制度を実施して
い左い現状Uてないては，任命権者ーによって任命された監督者が実質上の監督者
(IC t,:りきるように自己啓発をしていく必要があろう。上司からも，部下からも
「求められる監督者J(IC左りきるととが要求される。
第5章の宇野論文は，東京都という一地域が全国的左レベルとは真左るをん
らかの特殊性をもたぬ限り，「東京都の中小企業金融」を分別する意味は左い
という問題意識のもとに分析を進める。
三井銀行の調査「わが国企業金融の現状と問題点」（同行『調査月報』第4
2 4号〉によれば，製造業の中小企業では自己資金と金融機関借入れの構成比
が高く，増資・起債の構成比が低い。また長期の資金需要にたいする長期の資
金調達Kないて，中小企業の自己資金に頼る割合が大きく，換言すれば中小企
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業の長期資金繰bは相対的に苦しい。
次に太陽銀行調査部の調査『取引先の業況予測Hrよれば，金融引締めK際
して中小・中堅企業を通じ次第に「長 e短資金借入困難」が増加している。だ
が「求人難」なよび「人件費増加」すなわち「ヒト」の問題にくらべれば，中
小企業の資金繰bの問題は問題意識としてよ b低い地位にある。太陽金財7の営
業区域は東京都内~比重がかかっているとは思われるが，しかし前述の調査は
もちろん全国的左ものであって，とぐに東京都の特殊性を示したものとはいえ
;i¥t'>。
東京都経済局の『中小企業金融資料J（昭和45年10月）によれば，各種
の東京都中小企業融資制度が40年度以降にないてあげた実績は，季節的資金
需要念どを通じ総じて目標を上回っている。
中小企業が概して大企業に〈らべ経営上の将来に不安がもたれ，担保等の信
用力にないて劣り，所要資金が小口であって，資金の外部調達Kよb多くの閤
難を感ずるということは，金和措としても反映される。自己資金こ依存しえず，金
融機関からの資金調達も苦しい企業が，金融ペースから離れた有利念条件で実
施されている東京都融資制度に資金調達を求めるのは当然である。中小企業の
育成を金融的にパックアップするととが必要だとすれば，それはどのように行
念うべきか。資金調達の困難を訴える中小企業K，資金を融資すべきだという
一般論では解決に念ら左い。各種の源泉からの資金がいか念る程度に利用され
てなb，それにもかかわらず不足とされる資金がどの源泉に求められているの
かについての情報が与えられ左ければ，企業の要求に応えられ左いからである。
ととろで，全国的にも地域的tても，企業サイドからの金融問題について知ろう
とすると，ほとんど何の資料もえられ左いのである。
第6の水沼論文は東京都Kも中小企業にも直接の関係は左い。それは”
”Kieler Historische Studie n”の第7巻として 19 6 6年K
Stuttgar tで刊行された Gunter Abramowski, Das Ge 
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s chi chtsbi ld Max We be r日， Unive r日algeschichte am 
Lei tfaden des Okzidentalen Rationalisierungsprozesses 
のIT.VergleichendeStrukturanalysen zur Gesohichte der 
。．
europai schen S tよdt und des europaischen Burgertums の
紹介の一部である。 ［'1：論文は MaxWebe rの都市論の批判的要約を目的と
するものであるが，難解とされる Webe r 都市論の本格的念批判的研究がま
だ現われていない現在，注目すべきものをもっ数少左い文献の一つである。
都市と市民は MaxWehe rの業績の中心テーマである。ウェバーによれ
ば，商業と工業の中心としての都市，行政中心地なよび居住地としての都市，
君主国家辛子よび世界帝国に従属する地域としての都市は，都市文化を形成する
K至った世界ではどとでも存在したのKたいして，一定の類型をもっ都市制度
の形成は西洋のみ見られたのである。つま bポリス 1キグィータスとコムミュ
ンの形をとった自律的都市グマインデ，それは自らを統治し行政を行念い裁判
し防衛し課税する市民団体であるが，とうしたものは西洋にのみ見られた都市
類型であった。都市が法的にも政治的Kも自立的な支配組織として存在したの
は西洋にかいてのみであり，用語の全き意味で都市市民が存在したのはととk
bいてのみであった。とれがマックス・ウェバーの中心的主張である。
すべての支配権をきびしく集中する ζとにより，また訓練された軍事的念ら
びに行政機構の助けによって，すべての中也以来の諸都市と諸身分の特別権力
を骨抜きにするとともに，自己の支配領域の中に国家的権力独占を構築しよう
と試みた絶対王政が形成されるKしたがって，市民的左都市の自由の時代は終
局に達した。諸都市はいたるととろで限られた特殊の権利をもっ国家の行政区
Ki≫としめられた。しかしウェバーにとって重要念ととは， ζのよう左都市の
中間的友役割が西欧では個別的念事例としてで左〈「大量現象」として，しか
も西洋の市民精神の形成にたいしてより重要在意義をもっ時代を類型づける現
象として存在したという ζとである。
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自律的都市のタイプがいかにヨーロァバの歴史にのみ国有のものであるかは，
アジアの諸事情と比較してみればあきらかであるO
日本，中国，インド辛子よび中東世界は，武装能力をもっ都市住民の盟約形成
K基づ、いて自己の制度と行政，自己の裁判所と自己の軍事力をもっ自由念自治
都市とは久し〈無縁であった。アジアの都市は典型的に上からの支配に都合の
よいように組織されていた。中国，インド，中東では早〈から治水ゃ濯甑統制
を中央から指揮する必要が部分的投制約要因と在って「家産君主制的J行政機
構が形成され，それが支配層への都市市民の対抗を不可能左らしめる軍事力を
自己の力で構築しうるような状態K支配層を辛子いたのである。
アジアkてないては，都市の住民もそれに所属するととろの，異常K緊密かっ
相互にしばしば排他的左儀礼的・血縁的・人種的な共同態が，政治的に統一的
念団体への結集を妨げる重要な障害となった。それは中国ではジァベ制度であ
り，インドではカストの関係であった。それにくらべると西欧にないては，ジ
ッベは政治的，軍事的がよび社会的念組織の基礎としては次第に後退していき，
都市という地域団体代市民が人格的に所属するととが彼K市民としての人格上
の法的地位を保証したのである。それとともに，キリスト教が普遍的左心情宗
教として，人種的に制約され対外的に排他的念共同態の代り に，宗教的に同等
の諸個人の包括的左団体を代置したのである。
第7章の二村論文は経営学的投モーティベーション管理の理論の観点、から東京
都の中小企業の実態を検討したものである。
組織が存続するためには組織目的の達成と従業員の欲求充足とを同時に満足
させる必要がある。とのこつを両立させる，す左わち個人と組織の統合を追求
するというのがモーティベーション管理の理論であり，その理論はいくつかの
発展段階を経て現代K至っている。
古〈はまずp.w.テイラーの理論がある。 ζれは従業員が主として経済的
報酬に刺激される存在だという人間認識を前提として，経済的報酬が企業目的
? ???
の達成念いし職務の遂行K密接に関連づけられるならば，従業員は企業目的の
達成ないし職務の遂行にモーティベートされるという。「生存モデル」ともい
うべきとの理論の前提の狭陸性を脱却して第二段階lて登場したのは，従業員を
「社会的左動物」であると考える「人間関係モテソレ」の管理論であった。とれ
はウエスターン・エレクトリック会社，ホーソーン工場tてないて行左われた実
験に基づいて展開された理論であり，従業員をテイラーのように経済的人間と
してだけで左〈社会的動物として扱うべきととを強調し，従業員に人間関係か
らあるいはそれを通じてえられる報酬を与え念ければ，従業員は企業目的の達
成あるいは職務の遂行にモーティペートされないであろうと主張する。
管理理論の第三段階は，マクレガー，ハーズパーグ念どに代表される現代の
理論である。近年のモーティベーション論左どの進歩ーによって，人間は欲求す
る動物であるとと，人間の欲求は重要性にしたがって階層を在していること，
すなわち最下位に最も重要左生理的欲求があり，続いて安全の欲求，社舗悦献，
自我の欲求があり，最左白こ自己実現の欲求があること，また充足された欲求はもはや
行動のモーティベーターとは左りえ左いζと，念どがあきらかにされた。マク
レガーは，現代の企業にないてモーティベーションの力点は従業員の自我の欲
求なよび自己実現の欲求Kなかれざるをえ左〈左ってきているとと，そしてと
れらの欲求は組織目的の達成にかいて充足されうるとと，したがヲて現代の企
業が成功をbさめようとすれば，従業員の企業目的達成への努力にないてとれ
らの欲求が充足されうるようにし念ければ左らぬととを主張した。
次にハーズパーグの理論を聞いてみよう。職務態度に関する要因には，主と
して職務満足に関連するものと，主として職務不満に関連するものとのこ組の
要因群がある。人間Vては本来環境に由来する苦痛や不快を回避したいという動
物的欲求と，仕事の達成を通じて精神的成長左いし自己実現を遂げたいという
人間的欲求とがあり，不満要因は前者K，満足要因は後者K関連する。従来企
業は従業員の動物的欲求Kのみ注目し，人間的欲求を左いがしろKする傾向が
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あったにしかしこれでは人間を有効に生かすことができないa現代企業が成功
を続けようとすれば，企業における仕事の達成を通じて精神的成長ないし自己
実現を遂げたいとする従業員の人間的欲求を充足するように配慮すべきである，
と彼ば主張する。
とのように成長ないし自己実現に刺激される人聞を認識したマクレガーおよ
びハーズバーグの理論は，「成長モデルjの管理理論と呼ぶのが適当であろう。
東京都商工指導所と東京商工会議所が昭和45年5月に都内の中小企業従業
員の定着について行なった実態調査の結果を検討してみるに，その実態は上述
の「成長モテツレJの主張からはおよそ速く離れ，ほとんど「生存モデル」の段
階にとどまっているといわなければならない。
集鑓業について概していえるととは，企業規模が大きく念るにつれて従業員
定着対策として力を入れた施策の中で「賃金面での改善」，「作業環境の改善」
の重要度が相対的に減少し，「監督者教育J，「新入社員教育」，「文化・ス
ポーツ活動」の重要度が相対的に増加しているととである。定着対策としての
「監督者教育」，「新入社員教育」，「文化・スポーツ活動」の狙いは，主とし
て人間関係の改善ないしは良好＂＊人間関係の保持にあると考えられ，したがっ
て規模が大きく左るにつれて，従業員のモーティペーション管理に生存モデル
の段階から人間関係モデルの段階への移行の兆が感じられるというととができ
る。
とれにたいし卸売業について概していえるととは，規模が大き〈在るにつれ
て，一方VC:i：≫いて「作業環境の改善」，「労働時間面の改善Jの重要度が相対
的に増大するとともに，他方にかいて「新入社員教育J，「文化・スポーツ活
動J，「監督者教育」の重要度も相対的に増大しているととである。つま b物
的施策も人間関係的施策もともに要求されているわけであb，製造業のばあい
とは違って従業員のモーティペーション管理は，ほとんど生存モテツレの段階に
とどまっているとみるのが適切であろう。
第8章の稲垣論文は，わが国の中小企業問題カ2都内中小企業の中氏集約されて
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いるのではないか，また東京都の再開発に関連してどうか，という観点から分
析を行念う。
東京都内の中小企業は事業所数で全国中小企業の 11. 1パーセント（昭和41
年，以下同様），従業者数で 14.4パーセント，製造業出荷額で 17パーセン
ト，卸小売業販売額で1虫6パーセントにも達している。
昭和30年代，とくにその前半までにみられたわが直経済構造の特徴は，資
本の不足と豊富低廉左労働力の存在であb，あるいは技術，交通網にみられる
後進性である。中小企業はその基盤の上に立ってはじめてわが国経済になける
大き在地位を保持しえたといえる。と ζろが，との基盤あるいは経済環境はと
ζしばら〈の聞に急激K変化してきた。とくに労働力不足の開題は深刻である。
中小企業にみられる金融難と労働力確保の困難というこつの基本的左除路に加
えて，さらに技術革新を伴う経済の大型化，近年いちじるしい物価上昇，中小
企業製品の輸出市場ire名、ける競争激化，あるいは都市にかける過密化の進行等，
中小企業をとりまく環境の変化はとれまでの中小企業存立の基盤をきわめてき
びしいものにしつつある。
中小企業問題は金融問題K帰着するという言い方は，中小企業の資金調達力
がきわめて弱いととを端的K表わしている。一般に中小企業の金融難といわれ
る内容を大別すれば次の三つに在る。一つは，長期安定資金の調達力がきわめ
て弱〈，大企業の調達力との間に大きえと格差が存在する。第二K，その資金調
達状況が大企業にくらべて不安定である。第三K，大企業とぐらべるとその調
達条件が悪い。
とのように大企業との金融格差をもたらしている妥因には，第ーに中小企業
の体質そのものの脆弱性Kよるものと，第二にわが国の金融構造の特徴K発す
るものとがある。第ーの要因によョて中小企業向け貸出の危険性は大企業より
大きく，したがってその危険コストを加えた貸出金剰に大企業との格差が生じ
るのは当然であろう。第二に指摘したわが国企業金融の特徴とは間接金融をい
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うのであって，大企業の旺盛左資金需要は専ら市中銀行を中心とする民間金融
機関左らびK政府系金融機関を通じて賄われ，短期かっ小口の中小企業向け貸
出は資金需給調整の手段として操作されたから，結果的Kは中小企業が金融機
関にとってクッションの役を演じたのである。戦後一貫してきた硬直的低金利
政策も中小企業の金融には不利であった。
しかし昭和 40年以降はわが国金融構造も漸次変化しつつあb，大企業の自
己蓄積増加と設備資金需要伸び率の低下によって市中資金需給基調は緩和の傾
向を示し， 40年代K入って中小企業向け貸出の割合は上昇傾向Kある。
他方，長期普通国債の発行，それに関連して行投われつつある長期資本市場
の整備開発は従来の資金循環の流れを大きく変え，金利体系の格差是正の方向
に作用している。金融市場のとのよう念変化は，基本的に中小企業の資金調達
問題を供給面Kないて緩和させると予想すべきであろう。
とれまでの中小企業対策には自然、淘汰論と残存論とのこつの立場があるが，
双方とも中小企業過保護へと傾斜し勝ちである。弱者保護的左政策は経済合理
性Kついての認識を欠き，中小企業の自己努力の芽をつみかねない。それはか
えって大企業との生産性格差を相対的に拡大させつつあるともいえる。
中小企業群を構成している個別企業は，大ざっぱにいって上位の優良友いし
中堅企業群と，最下位にくる零細小規模企業群，そして両者の中間に位置する
中規模企業群の三つに分けられる。とのうち上，下二つのグループは多岐にわ
たる各種の制度融資を最も利用しやすい立場にあるから，将来の中小企業対策
の対象は中間にある中規模企業で左〈ては念ら念い。との第三グノレープは最も
大き左比重を占めるから，保護政策の国民経済Kもたらすマイナスの効果に留
意すべきである。従来の中小企業対策は，結果的K「司グループにたいして悪し
き温床を与えてきてはい念いだろうか。
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第3節研究成果の分析
上述の研究成果は都市の歴史理論を検討しようとする第6章の水沼論文を除い
て，ほほ5つのグループlそ分けるととができる。
第1は都市化と中小企業一般の存立・発展との関係を取扱ったグループであ
り，とれには柴田，泉，城座の諸論文が所属する。第2は都の中小企業金融問
題を論じたグループであり，字野，稲垣の 2論文が ζれK属する。第5は労働
者の定着性問題を中心としてとれを経営の側面から分析したグループであり，
白木，二村の2論文がそうである。とれらの研究は必ずしも十分の時間と資料
を刑用しえてい左いにもかかわらず，いわゆる「過密都市」東京の中小企業が
抱えている問題とその対策をかなり多面的に解明することに一歩を進めたもの
という ζとができる。
とれまでわが国の中小企業については無数の研究が発表されてきた。だが，
地域との関連Vi:ct~ける中小企業の研究は必ずしも多〈左い。中小企業も企業左
いし経営体である以上，立地条件が重要左経営要件であb，都市K立地する中
小企業の比重がきわめて高いとともよ〈知られているととるである。中小企業
の動態にその立地する地域の経済条件が反映し左い筈は左いから，都市という
地域環境を問題とする中小企業研究が数多くあっても不思議は念いのであるが，
たん友る地理的存在としての中小企業研究はあっても，地域経済との関係を問
題とする中小企業の分析はむしろ乏しい。逆に都市経済を基準として都市経済
の構成Vi:j;,＞ける中小企業の地位を問題とするものもけっして多く念い。それは
とのよう左問題が重要で念いということでは左くて，その明確な調査分析が困
難であるだけでなく，都市研究の未開拓領域が意外K広大である ζとを示すも
のにほかなら左い。
第1グノレープの実証的研究を通じであきらかに左ョえととは，やはり都市的
左産業種別というものがあり，そういう産業Kついては企業規模の小さきが必
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ずしも発展K不利では左いというととである。都市人口は一面にないて密集し
た消費人口であるから，消費者の好みを的確K知りその需要に高い満足を与え
る必要のある産業には都市立地が有利であるととはいうまでも念い。消費財や
消費サーピスの生産あるいは不動産業左どが，東京の中小企業K成長の機会を
与えているのはその証拠である。消費関連の拳埴業であるならば，最近の生活
水準の上昇に即応して賛沢在需要，したがって高次加工製品の売行きが伸び，
その生産を得意とする中小企業の発展に有利と在る。をた首都として情報や教
育機関の集中している東京が情報。教育・知識産業の発震に好適念場所である
ととは疑いをいし，それらの産業が必ずしも規模の経済性に支配されるもので
は左〈，中小企業K能力を発揮させる可能性も小さく念い。
とのよう左消費，販売面からだけで念〈，原材料ゃ部品の仕入，労働者雇用
の面からも，中小企業が地元に依存する度合の高いととを指摘したのは城座論
文である。とれは地域経済と中小企業との結合あるいは相互参透の深さを指摘
したものとしてきわめて重要である。しかも規模の小さい企業ほど地元依存度
が高い。 ζの現実をそのまま延長する走らば，中小企業の一定地区からの移転
は困難というととに在る。
地域経済と中小企業が密着性があるというととは，最適資源配分や経済福祉
の上から問題がないというととではない。？ととえば中小企業の労働力が地元か
らえやすいというととは，長時間労働かつ比較的低賃金の求職者ゃ，家計補助
的パートタイマーが地元Kか左b豊富に居住するというととである。それは中
小企業にとって確かに好ましい条件であり，大企業K伍して経営を維持しうる
逃げ道のーっかも知れ念いが，しかし大企業労働者との賃金格差をいつまでも
放置する結果を招きかね念い。そういう意味からいえば，中小企業は設備やア
イデアの投入によって生産性を高め，高賃金の労働力をどの地方からでも求め
うるように~る方が望ましいのである。
都市問題として中小企業を考えるときに見逃すととのできない近来の問題は，
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被害者ならびに加害者としての中小企業Kたいする態度である。 ζれについて
は中小企業の経営上蒙るマイナスの効果とか，経営規模の負担力が貧弱なため公
害防除施設が不完全であるとか，公害発生源を移転Kよって都市から遠ざける
ととが困難であるとか，中小企業の存立にとって概して否定的左指摘が一応上
掲論文の中で行なわれている。それが主題で念い短い論文では，公害について
とのようにただ触れて企くだけというのはある程度やむをえ左いととであろう。
しかし福祉社会になける企業のあり方が問われている現代にないて，マイナス
の公共財防除の問題を経済負担力が弱いという理由から中小企業についてあい
まいlそしてなくととは許されをい。中小企業といえども加害者としては公害防
除費用を完全に負担すべきであるし，それが不可能左らば究極的にその存続を
否定されても仕方が左い。もちろん，その費用が最終的に誰の負担に帰するか
は次の問題として残る。中小企業政策を社会政策的対象とするか，経済政策的
対象とするかの論争はとの公害問題をめぐるときに最も明確左態度決定を迫ら
れるであろう。公害は中小企業の問題であると同時に，はるかKそれを越えて
都市経済の問題でもある。都市の過密化を論ずる念らば，とれは重要な主題と
して別個にとりあげる必要があるであろう。
第2，第 3グノレープの研究は地域経済とか規模別経済とかに明確に区別して
分析や結論を出しに〈い領域である。それは適当念資料が左かなかえられ左い
ととにもよるし，解析の方法ゃ問題の性質が一般的であって特殊性あるいは異
質性を認める余地が少ないことにもよるであろう。
東京都という「地域」あるいは「都市」の範障が中小企業金融について特殊
の意義をもっているかどうか，結局のととろはっきりし左い。少Iiくとも与え
られた資料では，中小企業の金融構造や大企業との金利格差念どについて，東
京都と他の地域との相違を明示するととは困難念のである。むしろ焦点を「都
市化」という動態現象Kないて，その中でたとえば資金調達力の弱い中小企業
が公害防除資金の重い負担をいかに処理するか，あるいは工場環境改善，移転
?? ???
などの資金調達をいかにして可能左らしめるか，というようを問題を実態調査
することが有意義であろう。しかしそのよう左研究は片手間では左か左か成果
をあげえ左いのである。
中小企業になける若年労働力左らびK技能工のi求人難と，その関連現象たる
低い定着性とは，高度成長に伴う者「〉市化の中で中小企業が直面する致命的念難
点の一つである。第3グループの研究は経営の内部分析を通じてとれと取組ん
だものであるが，労務管理論としてはとくに大都市であるからというようを婆
因はそれほど重要で左〈，定着問題に関して出て〈る結論もまた一般的左もの
たらざるをえ左い。もっとも，大都市になける求人のばあいには住居施設など
が不可欠の条件と左っているし，地方開発の掛声にもかかわらず都市化が容易
K止ま左いととも労務管理の都市的特殊性に注意を促すものといえる。従業員
の労働意欲刺激，す左わちモーティベーション管理の理論からいえば，東京都
の中小企業がほとんど「生存モデル」の段階にとどまっているというのは興味
ある結論である。もし経済の発展段階にしたが「て人間がたんに物質的報酬K
反応する経済的人聞から自己実現の欲求をもっ社会的動物に進化するものとす
れば，東京都の企業経営についてもさらVとその追究分析を試みる必要があろ
う。
そもそも都市の「過密化」を問題とするときには，「都市化Jがまぜ起とる
かをまず検討し左ければ左ら念い。都市の求心力が都市のあるべき生活条件や
生産条件とバランスを失するほど都市を膨脹させるのが「過密化」であるから，
何よりもまずその過密化の根源たる都市化をあきらかKするととが先決問題で
あろう。中小企業の発生・成長在ども都市化の重要を要因の一つであって，そ
のよう左視点を含むときにいっそう東京都{rCj,＞ける中小企業問題の位置づけが
改めて的確なものとなるであろう。
?
?
?
第4節今後の研究の展望
経済理論分析の特徴
経済諸科学の分野VL:lO＇けるとれまでの理論構成の目標は，抽象化された一般
的整合的論理体系を樹立するととろに主眼がおったととはい左め念い。あらゆ
る具体的左問題の検討の基礎には， ζの一般理論が存在し念ければ左らぬとと
も，ぎた自明である。
しかしとの経済理論としての一般的論理体系が，純粋に「経済的左ものjを
抽出し，論理体系としての独自在特徴を保有しうるためには，論理構成のプロ
セスで「経済外的左もの」を外に与件として排除してい〈作業を伴わ左ければ
左らない。との与件を経済分析にむいてどれほど研究対象としてとbあげ，理
論構成のなかにとり入れてい〈かということは，経済理論分析が現実の事態を
分析するばあいに，いつも蓬着する課題であった。 ζの問題は，経済的現象f
けを個別具体的にとbあげるばあいに生ずるもので，実証分析とか現実分析と
かにbける経済理論の特殊化，あるいは具体化の問題とよばれてきた。すでK
との論理的次元で，いく通りかの分析方法とそとからひき出される分析手法が
あり，したがって， ζとに分析者の選択という課題が生ずる。
経済的事象を経済学的にとbあげるだけでも，すでにとのよう左問題が生れ
るが，都市問題の課題K接近するばあいには，さらに困難念との種の選択問題
に直面するととに念る。つまり一般的抽象的左経済理論を武器として，いか念
る方法と手法を選び，都市問題を検討対象としていくかという問題である。 ζ
とにあたらしい適用問題が生ずる。
すでに経済現象の現実を実証的K分析するばあいにも，理論の分析への適用
問題が生じている。これまでのわれわれの分野Kなける実証研究一ーたとえば
中小企業の特殊性一－vckいても，との問題が生じていた。さらに経済現象の
実証研究を一括してみても，その一連の研究のパックージが，その他の関連す
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る諸問題と専門研究，たとえば水や大気，住宅，防災左どと，はたしてうまく
協力し共同研究の成果と念 bうる性格を備えているかどうか，となると極めて
難しい事前のさきにのべた選択問題にぶつかるととに在る。とれまでの経済的
分析，実証研究の壁はととにあったと反省している。
ととろが，具体的個別的左都市問題となると，との問題はもっと難しくかっ
緊急左ものに左ってくるO 都市問題は「中小企業の特性Jというよ bも，さら
に多元的複合的念課題であるから，との問題を理想的をかたちで，経済理論に
よる分析の対象としようと思えば，さきにのべた以上K，適用問題は大切左課
題と念って〈る。
今後の研究の展望といえば，まず経済理論による分析の適用問題をとりあ
げ，いかなる方法で，どのよう念分野K沿いて，分析が適用できるか，もし〈
は適用がのぞましいか，を説明するととに在ろう。
経済理論分析の適用問題
以上のべた適用問題にはふたつの対処の方式があbうる。
第 1は，念よそ都市問題といっても，その問題の発生・波及・結末に至る時
間的経過が考えられる。との経過と循環を支えている経済の構造と変動とを，
特定の都市問題に関連して追求する ζとが可能である。たとえば，東京都の墨
田・江東・荒川・葛飾。江戸川各区の中小企業地帯と，地盤沈下・河川i汚濁，
防災等の問題との関係について検討できょう。また現在急速に発展しつつある
都下各都市，八王子・立川・青梅・昭島・日野・福生市等(IL:j;，－ける同様の問題
との関係についても検討できょう。さらにとの両極端の都市部になける公害・
住宅・防災の都市問題を対比したb，地域経済の構造と変動の特殊性に関連づ
けて，そのパターンを対比さぜるととも可能であろう。とのためには地域経済
自体の基礎的左実証研究がまず，基本的？と不可欠の前提条件と念ろうし，また
逆に，課題に適応した理論分析のモデルが選択される必要も生れる。しかしい
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ずれにしても， ζとに第1の経済理論分析適用の仕方があると思われる。
第2の適用の仕方は，以上の第 1の基礎的研究のうえに立って，特定の都市
問題lて対して経済理論分析を適用するさいの，仕方である。すでにのべたよう
に， ζのばあいは適用対象の多元的複合的構造に直接分析手法として適合させ
るのであるから，第1のばあいより，さらに難しさは倍加される。との第2の
適用の仕方による成果は，今日未だ十分では左〈，検討も発足したばかりとい
ってよい。たとえば，前述した水問題，住宅問題についていえば，水の自然科
学的分析，水文学上の前提条件や水K関する法律と行政システムを知ら左けれ
ば，経済分析手法を適用する方式も仕方も工夫でき左い。会t-c住宅についても，
その僻造・居住者に与える心理，立地条件防災的必要最低条件左どを考慮し念
いわけにはいか左い。空気と緑の効用と必要の程度を経済理論的に根拠づけ，
その価値分析を行うととは，もっと難しく，生態学的林学的諸知識を十分わき
全えたうえで，分析手法は工夫されなければ左らない。分析手法と前提条件の
組合せは幾通りか工夫できゐ。しかしとれらのうちで最も具体的で有意味であ
り，かつ分析操作が可能である組合せを選択し左ければ友らぬが， ζのばあい
に前述したように，経済理論と分析の適用可能左局面をどとで区切り，どとで
他の諸科学の研究分析と接合できるかという事前のチエクク，予備操作，研究
途中の点検作業を不可欠とするととろから，必然的に学際問の共同研究と左ら
ざるを得ないし，支え共同研究以外の方法によってとの種の研究を実施できる
場所は左いのである。
都立大学経済学部スタッフの，とれまでの都市研究に参加協力してきたパタ
ーンは，どちらかといえば，第 1の適用の仕方にかぎられるものであった。第
2の適用の仕方については，ょうやく極く最近に在って，参加協力の芽：が生れ
つつあるといってよい状況にある。もちろん第1と第2の適用の仕方は，とも
K必要不可欠の研究の仕方であり，かつ研究対象領域である。加えて将来は，
ζの第1と第2の適用の仕方と領域は一一以下領域というーー相互に関連して
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いるから，第2の領域の研究の成果が第？の地域経済分析の手法に何らかの変
更，影響を加えるととも予測されよう。さらに第？の分析結果から第2の領域
の研究手法に大き左影響が生れる可能性がある。とういう相互関係とふたつの
独自的領域の並存は，以下のべる具体的な研究分析の分野にかいて，一層明ら
かに念ると思われる。広〈経済学の理論体系が，都市問題K貢献できると思わ
れる分野を，やや具体的にあげれば，つぎの 5つの分野Vてわかれるであろう。
第 l 都市経済の基礎的分析の分野
都市問題という概念自体未だ確固たる内容・手法・範囲の限定をもってい左
いととろから，都市経済論もまた同様の限界と困難を共有せざるをえ念い。 ζ
の課題は，むしろ先にのべた諸研究の遂行実施の過程と成果の評価によって，
今後フねに答えが引出されていか念ければ左らぬものであろう。ことではした
がって，先にのべた第1の適用領域のうちで過去のとれまでの経済学部スタッ
フの参加協力の経験の上K，引続きとの適用領域で何が研究対象とされうるか
という視点から，会たとの分野で最も理論的解明が緊急に必要と認められてい
るという視点から，合せて検討してみた結果の，今後の研究主題をさしあたb
具体的実施化可能なものとしてとりあげるととにしたい。
ζとで最后に考えられるのは，都市生活を営むための経済循環の構図を画〈
ととである。都市は生産の場であるとともに，流通の場でもあり，消費の場で
もある。都市は住民一一当該都市と近隣都市の区分も考えてーが生産K参加
し，所得を得る。とのiぎあい生産とは何も物的つま b財貨だけを考える必要は
左い。そういう都市もあろうし，都市の一部分Kそういう中小企業あるいはコ
ンピナートのよう念生産工場をもっ都市もあろう。しかしそのほかにも，全た
そうで念い都市もあb，その生産とはサービス提供（流通からサービス産業ま
での）の生産によって所得を得る者もある。 ζの都市型生産の傾斜度は，また
多分，その分配と流通のパターンを強〈規定するであろうし，また消費とその
? ??
財貨サーピス供給の都市型ーーとれをA•B•C……等諸指標の組合せで示し
うるーーを規定するととに在ろう。つまり都市または都市圏住民の都市生活の
根底には，生活するためのある特徴をもっ経済循環のパターンが存在するはず
で， ζの一般理論と特定型を規定する諸因子と指標化が検討される必要がある。
とれが最后の考えられる研究分野であるo
つぎに，とれらの諸研究と相関するのであるが，都市化ーとの定義と経済
指標による有意味左限定とが必要とまるがー促進要因としての経済活動をと
らえる研究が必要であり，また可能と思われる。経済循環は空間的平面的であ
るけれども，との都市化促進は変化の時間的変動の分析であって縦の流れの問
題である。たとえていえば，何時頃からいか友る諸指標のどん念数値からーー
との複合指標になける諸基準のウエイトづけだけでも重要念研究主題であるが
一一都市化が開始されたと認めるのか，逆にいえば都市化の促進要因，つまり
指標化ぎるべき経済的活動母子とは何方功検討され左ければ左ら友い。との課題
には，もちろん，最初にのべた都市生活の基底にある経済循環の流れの体系的
理解との分析検討が先行してい念ければ左らぬであろう。以上ふたつの研究主
題が，まず第 1の経済理論的接近の可能左対象分野である。
第2 公共経済分析の分野
都市問題は公共的な空聞にないて発生する一連の諸問題であると一応前提的
に考えるとすれば，との問題の解決は，必要であるかぎり，公共的必要と念ョ
てあらわれるから。解決もまた公共的に念され左ければ念ら念い。ととろが，
公共的空聞に発生したといヲても，ただちにそれが純粋に公共的諸機関で処理
すべき問題であるかどうかは，別である。公共的と名づけられるばあいには，
公共的で左いものとの対比に公いて検討される必要がある。そうすると公共的
（純粋友）と私的（純粋念〉との中間K準公共的ともいうべき領域があるとと
がわかる。民間資本導入とか民間企業に補助金を与え強い規制を加えて，公共
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機関が行うべき分野の住宅建設を促進する念どはよい例である。との住宅のみ
で左〈教育・保健・余暇利用念どの諸領域はとの準公共時領域の大部分をしめ
ている。とれらの区分やその行動基準を経済学的に研究対象とするように左っ
たのは，市場欠陥とか外部性効果が，公害とか資源の最適配分一ー成長率最大
化の要請一一，社会不安への対応の必要が緊迫した課題と在って，それらに関
連して急に重視されるに至ったどく最近のととがらに属〈す。との研究は未だ
発足して10年も経てい左いけれども，都市問題研究にとってはとの公共経済
理論による分析に期待し左ければ左らぬ局面が，非常に広〈沙諸つ大きいと考え
られる。前述した都市住民の生命を守る為の最低限の必要空気・水・緑の量と
水準Kついて，これを経済理論的に根拠づけ，その携舌L要因を分析し訂正措置
を大胆に提案できるためには，経済活動の外部効果の経済性と非経済性，受益
と被害の範囲を限定する必要がある。また最も有効念訂正措置として，課税・
融資等補助・法的規制・課徴金等の企業内部経営，採算性，供給力に影響する
価格効果，産出抑制効果左どが検討され，その方式が選択され念ければ左らぬ。
とういう研究手法はいくつかあb，最も広義にまた定義不能とよばれる表現
でいえば，システムズ・アナリシス，資周一便益分析（費用ー効用，費用一有
効度分析もふくめてよい）左どが考えられる。しかしとれらの諸手法は公共経
済理論の基礎づけ如何によって適用の仕方も変わる。それでも現実の必要性は
先行し緊急、左ものであるから，不十分念がらもとれらの手法は，現在すでに多
〈の国々にないて多数の都市問題分野K適用されつつある。緑と余暇利用，都
市再開発，都市交通，空港選定，社会福祉制度等々の分野で代替案の比較検討
に際して， ζれらの手法が適用されつつある。各国政府，地方政府自身の改革
者，学者の検討研究対象となってきた。ととでもまた学際聞の共同修悦カ勾司火
であるととを強調してbきたい。米国の貧困撲滅政策プログラムの実施状況で
とoc都市再開発事業をみると，人種・文化パターン・社会心理・犯罪・教育
環境，水・空気・緑左どの諸国子が重要友成否の鍵をにぎる。 ζれら諸国子の
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ウエイトづけと相関を検討し左いと，都市再開発さらには経済機関斤め職業訓
練プログラムの費用一有効度（又は便益〉分析はでき念いし，また有意味iJ:結
果も出7まい。との分析結果は，支え同時に誰が，どの位，どのよう左方式によ
って，とれらのプログラムのコストを負担すべきかという問題にかかわってく
るものである。つまり以上の諸点は，施設つまり「物jの量的価値ばかbで左
〈，その「質」についてまで拡張されねば友らぬ。 7.J<や緑また社会福祉という
無形の状況や「サーピス」についても，量のみで念〈サーピス提供の方法のよ
うを「質J が検討され左ければ~ら念い。とれもまたとの分野の共同研究にま
つ以外，方法は左いものZとのでるる。
第3 財政分析の分野
第2の分野VC.:I≫いてのべたように，この研究分野Kかける検討が早急K求め
られ処方実が要求されているのが現状である。しかしとの要求K応じうるため
には以下2つの前提条件が要る。第1は前述の公共財［〈関する理論的基礎づけ
が存在するとと。誰が起因者であb誰が受益者であるか，また不特定多数とい
うよび名で，分析測定手法未発達であった為に，公共的と名づけられていた都
市問題でも，受益・起因の範囲をある程度限定し計量するととが不可能では左
い止なれば，誰がコストを負担すべきかというととも一ーその故に負担すべし
という結論とは別で一一新しく再検討されねば左らぬ。また新たに何らかの公
共謀徴を伴うので左ければ，私人の選択に委ね私的部門の活動によるサーピス
供給を行ったほうがよいかも知れ左い。とのばあい公共謀徴が選択されるまら
は＼それは財政収入を政策の目的とするのでは念くて，一種のペナルティー効
果あるいは公共への需要抑制効果をもつものとして決定されたことに念る。だ
から財政分析は，前述した理論構成，分析手法，評価基準指標の開発発展によ
って，基礎づけられ影響を受けるべきものであるO 第2の前提は，財政分析が，
財政の制度と運営を基礎Kなか念ければ左らぬと ζろから生ずる。つまり法律。
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政令。条例左どから政治権力。行政システムの現状や解釈の変更可能性，動い
ていく方向展望左くしては，何も分析検討でき左いし，きた改善提案をよく念
しうるものでは左い。とれらの研究分野の成果止一体的K念り，あるいは公共
経済＠財政の分析の成果を提示する1,):ど，相互学際問研究が成立してい左けれ
ば！.；： らぬのである。財政数値のみの分析だけでは，都市問題について全〈無能
力であるのが，財政分祈念のである。との具体的例として，大気汚染・水質汚
濁・不特定多数者の原因負担原則，都市計画左どをあげれば十分であろう。
以下の前提条件が満されていると仮定したうえで，つぎに具体的念都市財政
問題を例示的に列挙してみる。
通常大都市行政になける財源問題として議論されているものは，との財政収
入のー穫である。ととではそれ以外にい〈つかの大都市財源が検討されてしか
るべしと考えられる。
① 大都市行政に通常必要と認められ財政需要と認定されうるもの（及びそ
の認定基準と根拠〉に対応する一般財源。新税源もし〈は新しい税金はとのう
ちの一種で，その他特定国庫負担金（包括的補助金）制度
② 特定財源として，目的税各種
③ 不特定多数起因者負担金
以上イoJれにしても法律の新しい根拠づけ（法理論）と公共経済学的左起因・
受益範囲の限定と測定，友らびに行政による評価認定システムの存在が前提と
在る。つまり従来の財政策の収入根拠と分類基準では，すべてが間に合わぬの
であって，全く新しい理論構成と証明・根拠づけを必要とする。単純左収入項
目の追加や増税で済む問題では左いのである。
財政支出の側面になける分析課題をつぎにとりあげる。都市住民の最も生命
・生活に基本的念公共財もしくは準公共財を提供する必要は一般に認められて
いる。また過密度集中現象を特徴とするととろから生ずる犯罪防止・安全・1士
会福祉プログラムの増大・支出分析では1人当b特定資自の大小や，特定支出
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水準の上昇率のよう左単純念評価は許され左いであろう。金額だけ多いととは
それだ、けでは良し悪しの決定基準とは左ら左い。増大する支出の財政負担の配
分構造と相関的K考え，かっその負担水準を最少限に押えかっ支出の効果目標
と整合性を保つ支出の方法が選択される必要がある。とのためK以下の例示の
よう左検討が行われ左ければ左らぬ。生命と生活に最低限の，できれば十分と
いう水準をあらわす指標群は何か。その水準正支出水準との相関曲線。現行支
出方式が達成手段として最適かどうか。民間活動に委ねる方式また逆に民間委
託より直接公共財の産出として切替える方式，税の誠免・融資制度をどの代替
案ともども検討される必要がある。社会福祉，保育所か幼稚園か，義務教育去
高校教育になける施設ξ教道等の代替的また優先順位決定， 7.k・空気・緑の建
設後の維持管理支出水準と，その支出方式についても，との種の再検討が必要
念のである。との結果は又そのコスト負担のあり方にも相関してくるのである。
とれは公共的公園緑地開放無料化が，荒廃を促進すれば，との利用抑制効果を
もっ程度の利用料・料金侍iJも検討されよう。
以上都市財政の収支両側面についてみても，学際聞の共同研究と公共経済学
研究は必須の前提と在る。とういう方式以外K，都市財政研究を前進させる道
は左いと思われる。
〔追記〕：本稿の第1部より第5節までは泉三義により，そして第4節は加議芳太郎によっ
て執筆されTこ。
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第3章
者日市環境研究の立場からの考察
第1節 都市の自然環境問題と資源問題｛中野尊正〉
l まえがき
1 9 6 8年，スワヱーデンが国連総会に提起した環境問題は，世界的を波紋
をひろげ，人類生存のための自然環境を人間の手にとりもどすべ〈各種の運動
が世界的に展開した。一方，ローマクラブの「成長の限界」ゃ現実に生起しつ
つある資源の枯渇，質の低下，偏在は，資源が人類の生存にとって，環境問題
と密接不可分の関係をもっ資源問題として関与するととを具体的に示している。
都市は環境問題，資源問題の何れとも深〈かかわりをもち，かつ都市にないて
もっとも鋭明に問題が発生するとともあって，都市の成長と限界について，本
格的に考察し，行動すべき時が来たといえる。
しかし左がら，環境問題にしろ資源問題にしろ，批判はできても，現実K問
題解決の処方築を用意し，具体的かつ効呆的に問題解決のプログラムを提示す
るとなると，さまざま左考えや反応があって，かだEらずしも容易では念い。と
の相互に関連しあうとの2つの問題についての基礎的研究が不足しているとと，
問題解決の理念が確立されているとはいえ念いとと，それでいていまも1-:;!;• ' 
経済成長を優先する考えが支配的であるとと左どから，とりあえずの巨標とし
ての社会的不公平の緩和，解消さえ，理論としても施策としても成熟していな
いと理解できる。
その理由を説明し，解答を与えるととはか左らずしも本論の目的では左いが，
問題の所在を明確にするととは必要と考えるので，まずい〈つかの事例をあげ
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てなきたい。
2 事例1－一自動車と道路 Eー
乗用車普及率や自動車保有台数は社会経済指標としてよく利用されている。
日米両国の数字を比べる土，乗用車普及率（千人台り台数）は日本の 68 
( 1 9 6 9年）に対して，米国 42 7 ( 1 9 6 8年），自動車保有台数（百万
台）は日本の 15. 4 ( 1 9 6 9年〉に対して，米国 106.2(1968年）で
ある。いうまでも念〈自動車は道路を走るので，道路延長（千km）を比較す
ると，日本の 1,0 0 5 ( 1 9 6 9年）に対して，米国の 5,9 2 9 ( 1 9 6 8年）
である。ととにあげた数字では日本が何れも低い。
さて，とれらの数字を使って一つの試算をしてみよう。道路延長1km当b
自動車台数は日本の 15. 4百万台／1, o a 5千km= 1 5. 3台に対して，米国
は10 6. 2百万台／1,a a 5千km= 1 Z 1台となる。道路幅員を考慮して道
路単位面積当り自動車台数を考えると，日本がはるかK大き左数字に在るであ
ろうととは容易に気付くであろう。道路幅員Kかえて，舗装率（ % ）をみると，
日本の 12. 6 ( 1 9 7 0年）に対して，米国は43. 6である。国土面積1Km2 
当りの自動車台数を比べると，日本の 41. 6台に対して米国は 11. 3台にすぎ
左い。人工密度は日本の 28 3人／？（官＼2vc対して，米国は 1a分の1以下の
2 2人/Km2である。自動車交通がもたらす排気カ’ス問題の人間や地域への影
響の大きさは，日本の方がはるかに大きいことが判明しよう。
道路幅員は社会経済指標とは左りにくいが，若干の試算をしてみると，日本
は米国の約 1/4程度である。このととを念頭にないて道路単位面積当り自動
車台数を比べると日本は米国の5～4倍多い。とれに道路上の交通流の速さを
考え合せると，事情はさらにわるく念る。
日本と米国では山地面積率がとと念る。日本は国土の 76 5ぢが山地であるこ
とを考えに入れて， 1Km2あたbの自動車台数を比べると，とれまた日本の平
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地部の条件がわるVl0さらに，都市について考えると，日本の都市では中高層
化が進んでい左いので，都市面積は広〈，人口密度は米国の 3～ 5倍＆しi二と高
いので，都市の道路単位面積当b自動車台数は米国の 20倍以上と左ョて，日
本での問題の深刻さが判明しよう。都市の地割bは日本の方が米国よbはるか
に零細であb，路地から出入する自動車数は日本の方が多〈，渋滞しやすい。
また道路沿いの居住者数も日本の方がはるかに多いので， 1台の排気ガスを同
質問量としても，日本の排気ガス問題の方がより深刻である ζとが理解できょ
う。騒音，援動Kついても全〈同様の理由で，また地盤の性質は臼本の方がわ
るいととを考え合せると，日本の自動車交通がもたらす騒音，振動の地域社会
や人体に与える影響が米国に比べてはるかに大きいとともたしかであろう。し
かしそれにもかかわらず，また都市にむける大気汚染の原因としての自動車の
排気ガスが挙げられて久しいKもかかわらず，自動車の園内での売行きは年を
bってふえている。対策を考えるためには，さらに多くの事項について吟味す
べきであろうが，ととに挙げた事項だけからでも，道路の幅員を拡げ，延長す
るだけでは解決にはつ左がら左いととが理解できょう。
3 事例2一地震・火災と対策ー
東京が次の大地震に見舞われたら大変なととに左るというととは，今では常
識的K知られているととである。と ζろで一体，延焼火災が東京都23区ー を焼
きつくすであろうか？東京都防災会議の報告によれば，冬の夕食時の想定で焼
失し，焼死者約56万人が想定されているのは下町の各区のみであり，山の手
台地の各[2<:(reは被害が左い。夏の夕食時でははるかに小さな数字が計算されて
いるにすぎ念い。との内容を修正する報告はまだ防災会議からは報告されてい
念い。
地震災害の特徴は，火災と津波の何れかを伴う場合に巨大化するととはよ〈
知られているととろである。出火の要因が増大し，多様化している今日の都市
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が，その本質をとわれるのは地震火災の時であるともいわれている。火災が発
生し左ければ問題は著しく軽減する。そとで地震火災対策の第 1(IC，まず火を
消すとと，初期消火の徹底がいわれてきた。火を使用する以上，どん左に耐火
構造の都市を建設しようと，また技術的念改善を加えようと，との点の重要性
にはいささかもかわりがない。
しかし対策のさまざま左考え方の念かに，防災拠点の建設，避難道路の拡幅，
避難場所の確保，自動車対策などがあげられでいる。防災拠点の考え方は防災
のみを目標とぜず，再開発の考え方が含まれている。いってみれば，地震火災
を錦の御旗とする建設の論理であって，東京の一部地域のよう念過密市街地を
再生させようとする場合はともか〈，空間的K余裕のある地方都市で採用すべ
き防災の論理では左い。道路の拡幅も，東京では考慮してい念いので問題はだと
いが，かbに東京都23区について，事例1の指摘も解決する目的で米国の都
市左みの道路の拡幅を実施するとすれば，用地買収費だけでも数兆円の経費令
必要とする。都の年間予算の 5%程度を投入するとしても，買収だけで80～ 
1 0 0年かかり，とれに伴う道路沿いの施設や道路建設費を考え合せると，実
現困難念事業と左る。 23区の耐震耐火を建築的手法で解決するとなると，民
間ディベロッパーの力を入れるとしても総経費は数10 0 0兆円に及び，不可
能代近いととが判明する。地震火災の発生源として企業の危険物，自動車が考
えられているが，とれらは出火源として，またむしろ爆発延焼の要閣としての
力が大きい。
とう考えてくると，馬鹿げた幼稚左方法といわれ念がら，まず各自が火を消
すととが如何vc基本的対策であるかが判るであろうし，火元，延焼の要因を極
力す〈左くするととが如何K必要であるかが理解できょう。
それでも出火，延焼の不安はないわけではをいが，どの程度の延焼火点K念
るのか，またその確率の高い場所はどとかという問題の整理が対策上重要にな
る。関東大震災の時，江東地区の延焼火点は 1K叩2vc 0. 5～1点程度であった。
ーももー
木造家屋の倒壊率，出火率，延焼率からみても 1Km2 K数点も延焼火点を想定
するととは困難であり， 1点～ 0.5点程度でしか友い。 23区51 7K官12につ
いて一括して考えるととは適当では在いが， 28 0～5 8 0延焼火点程度と想
定するのがよい。との程度の延焼火点であっても，延焼火災がほぼ同様に発生
しうるだろうか？
燃焼には酸素が必要であるから，延焼火点の分布と延延焼地域の都市構造に
よっては，燃焼でき宏い地域が生ずるはずであるし，また熱旋風の発生は燃焼
地域の周辺にみられるから，火災が発生してい念〈ても，死者が発生する可能
性がある。酸欠死である。現在との問題Kついての対策はきわめて重大左問題
に在っている。
との条件を考え合せると，出火滋，延焼要因削減対策はますます重要になる
し，それも火災危険地域の構造との関係をふまえて対策すべきことが明らかに
在る。都市研究上重要左課題であるが，不幸にして，日本ではきわめて研究例
に乏しい。東京消防庁が公表した出火要因からみた地域危険度を，すでに知ら
れている地盤の性質を考慮、した想定震度で修正してみると，下町では板橋，北，
荒川，台東と北西，南東に荒川｜，隅田）1の南西側にもっともまとまった危険地
域があり，台東地域のこれまで安全と考えられた地域では，石神井）1，神田川，
念どの谷底平野部K危険地域がひろが「ているととが注目される。 ζれらの地
域は，昭和30年以降，念かんず〈昭和35年以降の東京区部の人口，工業の
移動に対応して形成されたものである。かつて，中小河川水害の都市周辺部へ
の拡大を指摘したととがあるが，とれと正に同様の現象なのである。
との点から，大地震火災問題が，防災拠点建設とは別の考えの対策を必要と
すると止を強〈指摘してbきたいし，また都市構造の基礎研究が重要左意味を
もっととを痛感するものである。
4 事例ー水利用問題一
? ??
東京に限らず，日本の都市用水問題は大きな社会問題になろうとしている。
水質と水量の両面から検討を加えるべきであるが，水質については公害問題の
焦点、的テーマとして多くの研究調査があるので，水量問題を中心にととではの
べるととにしたい。また，水問題には資源問題と環境問題がからみあっている
ので， ζの点にも言及したい。ととに環境問題というのは水害のようま災害関
係の諸問題もあるし，水を中心とした景観， 7J<の自然機能に関する問題もある。
水は自然界を循環している。都市の水利用は水の自然循環K対する人聞の関
与の問題である。水と人聞の関係を示すと，表1の通りである。との表は世界
各地の事例も組み ζんであるので，自然貯溜への人工施設のように，日本でも
事例が増大しつつあり友がら，一般には知られてい左いクースも示してある。
消雪用水のように，積雪地域の都市K定着しつつある，そしてまた顕著左地盤
沈下害を発生しつつある事例も示しである。
ζの表でもわかるようK，水と人間の関係は複雑多岐をきわめている。 ζう
した複雑多岐左関係の左かで，水は確実に汚れ，水量不足はとく K都市を中心
に深刻左問題に念りつつある。とのプロセスには歴史的経過，空間的偏在とい
う基礎条件が関与しつつ念なかっ水の経済的配分と社会的配分の不均衡の拡大
かや大きく関係している。水質の悪化，水量の不足の解消を，公共的経費で支弁
する点についても，住民の社会的不公平感を納得させるのにも支障をきたす状
態へと悪化しつつある。水利用をめぐる社会的秩序の確立が必要であるが，そ
の基礎的研究として都市レてなける水問題の展開過程と解決の処方の方法論的研
究が必要であろう。解決の処方の方法論的研究に関しては，自然現象としての
水の特質Kついての深い理解が必要である。
日本の年平均降水量は 17 D D mm程度であるから，年総降水量は60 0 0 
億トンに在る。 1人当b年 60 0 0トンの量である。との量の季節配分，地域
配分，配分強度，経済的配分とその歴史的過程，水質汚濁率，利水施設，刺水
状況等が関係して，との平均値がほとんど意味をもた友い程に社会的偏在を来
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表 1 水と人間
一＿，.，
たす。配分強度の強さが日本の夏を熱帯プまみに高温多湿化し，水害をもたらし，
利水施設の建設効果を低減しているし，錯雑小規模の急傾斜の地形が刺水施設
の効率を低下しているととはよ〈知られていることである。水の地域配分は自
然法則にしたがうが，水を必要とする利水集団の地域配分は， 7.k指向型では念
い。利水集団が孤立しているとともあるし，連続的K広域に展開しているとと
もある。しかも水の社会的配分を支配して来た主要因が経済である。現在の利
水率は 20 %にみた左いから， 60 0 0トンx0. 2 = 1 2 0 0トンが経済的理
由で配分されている。水問題の解決は，技術的には利水率の引きあげにむけら
れ，増加分が経済的理由で配分されてきた。孤立した利水集団（たとえばは左
れたととろKある住宅団地左ど）は経済的理由で配分が後まわしにされ，いき
ない地下水盆側用vctril当った。その結果が，最近10年聞に埼玉県下の新興
住宅団地にみるように，のき左み大き在地盤沈下の限を形成している。住宅団
地が地盤沈下の原因者として加担している。との間，工業用水は工業用水法に
保証された代替水を獲得してきた。
水溶性天然ガスの採取も，新潟県下，埼玉県下，千葉県下の各地できわめて
速い地盤沈下を引き主？とし，社会問題K在った。との場合Kも，鉱業法の保護
をうけて，地盤沈下に伴う社会的損失の支払いは，公共的経費で処理されてき
た。
水利用問題に限らず，環境問題，資源問題をつめて行〈と，現行の法律・条
例等の再検討を必要とする課題が多い。とのためにも，水利用の社会的論理の
確立が前提条件に念るし， 7j(の社会科学的総合研究が都市研究の一つの大き念
テーマ vc~ るといえる。
5 事例4一人口分布の地域的偏在ー
都市問題は多くの場合，その根底K，人口の過大と地域的偏在の問題をかか
えている。そのととが決定的条件に在るとともあるが，多くの場合，潜在的念
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自然環境を考えた社会指標〈主として昭和45年基準〉
番 指 標 全国 東京23区 四国 九州 新潟 北海道号
① 人口 千人 103, 720 8, 841 3, 904 12, 072 2, 361 5, 184 
2 面積 K机2 370, 073 577 18, 778 42,016 12 577 78 513 
3 人口密度 1/2 人／ザ 280 15, 300 208 287 188 66 
④ 人口当タ面積 2/1 m2／人 3,568 65 4, 810 3, 481 5, 369 15, 145 
⑤ 空間ゆとり距離 m 5呪6 8, 1 6呪4 59 73 123, 1 
⑥ 出地人口 万人 ca 2,000 。ca 150 ca 370 。a 43,5 ca 80 
⑦ 山地面積 K叩2 282, 992 。17, 480 31, 970 ヌ433 56, 671 
⑧ 山地率 7/2 % 76 。 88 76 75 71 
⑨ 山地人口密度 6/7 人/Km2 71 。ca 86 ca 116 46 14 
⑪ 人口当b山地面積 7/1 mγ人 2, 728 。 4, 477 2, 648 3, 996 10, 932 
⑪ 平地人口 万人 ca 8, 372 884, 1 240 ca 837 192. 6 ca 430 
⑫ 平地面積 K悦2 86, 773 577 2 287 10, 148 3, 144 23, 063 
⑬ 平地率 % 24 100 12 24 25 29 
⑭ 平地人口密度 人/K机2 ca 966 15,300 1, 049 825 613 186 
⑮ 平地人口 1人当b平地面積 m2/人 1, 036 65 953 1 212 1, 632 5, 363 
⑮ 平地空間ゆとり距離 m 32毛2 8, 1 30, 9 34, 8 40. 4 73, 2 
表2
???
表2は自然環境を考慮した人口に関する諾指標と数値を示す。人口，面積，
人口密度は社会経済指標としては基礎的なものとして知られている。との表は
とれらを基礎として，地形別の人口，面積，人口密度，人口当り地形別面積，
空間ゆとり距離を算出しである。全国，東京23医のほか，比較のため四国，
九州，新潟，北海道の数値を示した。地形別人口は昭和45年の人口統計をも
とに旧測定値を参考Kして試算したものであるから，精度はわるいが比較には
使えよう。！日測定値は，昭和30年の統計をもとに，人口集中地区を設定する
ための基礎作業の一環としてなと左ったもので，地形別面積はそのまま利用で
きるが，人口値は使えない。との作業は統計局，人口問題研究所，国土地理院，
学識経験者の関係者で構成された人口統計部会（統計研究会）にないてbζな
われた。関係者の 1人として作業を指揮したし，人口集中地区の英訳として
Dense I y Pop u I at ed Di st r i c t （略称DID）を提案した者と
して，国勢調査のたびK私的試算をま？と左ってきた。いまも，日本の人口分布
の歴史的変遷を考えるうえでの基礎資料として有用であると考えている。
表 2の平地とは，台地（ 1 1 % ）と低地（ 1 3 5ぢ）をいう。 24%の平地K
約 83 7 0万の人口が住み， 76 %の山地に約 20 0 0万人が住んでもいる。山
地の人口密度71人/Kmzは，北海道全体の人口密度左みであり，平地の人口
密度約96 6人/Kmzは，平地面積95 5ぢ以上で，人口密度がもっとも高いオ
ランダの約2.5倍，ベルギーの 3倍以上K達し，超過密で知られるマノレタの
1, 0 1 1人/KmzK比適する。日本海沿岸の今後の開発地域として注目されて
いる新潟の平地人口密度は昭和45年に必いですでにオランダの約1.6倍，ベ
ルギーの約 1.9倍であり，積雪，軟弱在地盤，自然災害の多発左どオランダと
は自然的背景をいちじるしくととにしているととを考えると，開発K慎重宏配
慮が必要左ととを意味している。
渡海架橋がもたらす四国，九州の都市的土地利用の急速友変ぼう，変質も，
との表に示す平地人口密度の高さからみて，近い将来，大き在社会問題として
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の環境問題，水を中心とする資源問題を爆発的医大き念ものとするであろう。
東京23区は，上記の各例の何れとも関係するが，都市の成長と限界につい
て考え，かつ慎重に問題解決策を考える必要を端的に物語っている。平地空間
ゆとり距離は8.1m間隔どとに 1人の人がいることを示しているので，物理的
に空間を拡大しようとすれば高層化が必要だというととに左ろうし，地震火災
や環境問題を中心陀考えるとゆと bの空間の拡大と，その分をカパーする不燃
化の必要を主張するであろう。水利用を中心に考えると，土地剥用の再編成や
水の社会的再配分を強調するにちがい左い。そしてそれぞれが他の方策の欠陥
を指摘し，都市の空間をめぐる議論が展開する。とうした問題に関係する 1っ
として，農地の宅地在み課税の問題を挙げることができょう。
農地の宅地念み課税を説〈声がたかまうた根底K都市とその周辺部にむける
土地取得の国難さが関係している。都市の人口集中地区の面積は昭和40年K
4, 6 1 o Km2 C t 2 % ），昭和45年には6,4 o o Km2 C t s 96）と増加して
いる。とれ以前の数値と合せて比較すると，昭和30年の試算値（ DID設定
の準備作業時のもの）は 0.8%，昭和35年 1.0%であって，のび率では昭和
4 0年から昭和45年が大きい。との期間の後半を含む7年ほどの聞に，不動
産企業が取得した面積は国土面積の約15ぎにあたり， DI Dの面積ののびを上
空わっているととにまず注目すべきであろう。企業の取得した土地がDI Dの
みで友〈，その周辺にあってDI D面積を大きくし，またDI Dとは離れた近
い将来の売地等で構成されていると考えるととができる。との問題の追求は土
地問題の研究としてbζ念うべきであろう。
きて，地方税法の改正にとも左う市街化区域の農地の宅地衣み課税をめぐっ
て多〈の議論があるが，とれらlとついて論評を加えるととは本論の主旨では左
い。農地の緑地機能，環境保全機能と農地の農地なみ課税念いし宅地念み課税
をめぐる税務事務レベルの議論の根本的左ちがいについての議論をさげてとな
る現状が，果して都市にとって好ましい結果をもたらすかどうかの疑問につい
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て指摘しておhきたいというのが主旨である。根本的tては都市的土地別用につい
ての基礎研究の欠如を痛感する。この点は東京都農地課税審議会の中立委員と
しての活動を通じての体験的在所見にすぎ左いが，ざまぎまの思惑がからんで
いて念か左か困難宏問題かと思う。しかし，都市問題の立場から，基礎研究が
必要であると考える。
きて，表2K示す事実Uてもかかわらず，事例1K示す問題は解決しそうにも
友い。事例2K示す問題は，ますます悪化をしている。事例3K示す問題は，
絶望的ともいえる難題を徐々に進行させている。一般的には，環境問題と資源
問題の互換性の問題ともいえよう。
6 環境問題と資源問題
今日の環境問題は，化学物質の人体・生物への直接的間接的影響を中心的課
題としている。都市の諸活動に必要念資源の都市地域内及び隣接地域での利用
に基因している。とのため，環境ゃ資源の概念として，幅広い考え方が示され
てなb，環境問題と資源問題を政治問題化するととにも在っている。
資源利用の立場からは，資源の経済性のみを考える考え方から，環境を含む
概念1でさまざまな意見があるし，環境を考える立場からは，資源としての環
境の公共性を主張する立場から，環境の概念に資源を含めて考える考え方まで
ある。しかし何れも，環境や資源が人聞の要求に応じて変化するとと，高密度
社会では生産の視点より，生活の視点を重視する考え方が支配的K念りつつあ
るとと，またとく K資源では，資源K乏しい国が海外資源を含めて政治問題と
して資源問題K対処しようとする傾向が強〈なっているととに留意すべきであ
ろう。
資源にしても環境にしても，ーフの特色として属地性，ないし地域的限定性
があるし，有限念いし再生に時間を要するという特性がある。との特性の影響
を直接うけるのが都市であり，場合Kよっては都市の成長の限界を規定すると
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とに念る。エネルギー資源として重要友石油，天然ガス，ワランが理論的に考
えられる埋蔵量と現在の消費量を基礎K耐周年数を計算すると，数年念いし 30
年程度しか左いととはよく知られているととである。あたらしい資源の開発，
確保が，資源の地域的分布の偏在もあって，大き在国際政治の謀題と念bつつ
あるとともよく知られているところである。
とうした基幹的資源の限界と合せて，地域的限定性の強い水資源や土地資源
の枯渇は，都市企その周辺部vci>~V>て，あたらしい都市問題として発現しつつ
ある。との点に指向した都市研究はまだ全〈未開発というてもよい。
7 災害Rヨ噛
環境問題の 1つのタイプが災害問題である。災害研究は日本では古〈から，
科学技術的研究がなとi.{われていて，今日でも災害科学技術研究は大学関係の
研究の 1つの集団を形成している。しかし左がら，災害の研究では社会科学的
研究をぬきにしては考えられ設いし，災害危険が都市に集中定着するプロセス
は，社会科学的側面から研究さるべきものである。
従来，災害の社会科学的念研究が批評念いし評論の域を出念かった止いわれ
るのは，自然力の大きさから，政治的行政的K「天災」とされてしまい，被害
形成のプロセスを社会科学の面から研究するととがす〈左かったととに理由の
一つを求めるζとができる。
一つの例をあげて説明して正？とう。水溶性天然ガスの汲上げを主要原因とし
て，数年聞に 1mをとえる地盤沈下が発生し，その結果，常習的1.i:水害地域が
形成された例は，新潟市周辺と船橋・市Jl.浦安の臨海地域K知られる。水溶
性天然ガスの採取は，鉱業法の規定する鉱物の一種として，同法律に示す手つ
づきKしたがって通商産業局長が許可するととに念っている。提出すべき鉱床
説明書には，想定される鉱害があればその態様等について記述するととに左っ
ているが，現実Kは許可され，問題を生じた。にもかかわらず，生じた問題K
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ついては，公共的経費で対策され，企業は A 銭も損害をうけず，地域住民は
「天災Jとしてあきらめてしまった水害をうけている。鉱業法は，たとえ企業
に対する損害賠償の請求があっても，天災の場合にはしんしゃくするととがで
きるとしている。天災としんL.~＇くするのには，科学的根拠が必要であるが，
多くの場合，「人災」と決定するには科学的根拠が不充分という考え方になっ
ている。日本の天然ガス鉱床は一般に規模が小さいから，とうした問題を法廷
であらそっていると，鉱床を消耗しつくしてしまい，現実的な意味をもちにく
いととろから，最近の事例では，地方自治体が鉱区を買上げるとか，時間を数
年K限定して採取を禁止する対策がとられている。とうした処置は，天災では
左〈，人災的要素のあるととを肯定しているものである。
昭和45年8月に高知市の東部を水没させた高潮災害があった。との台風10 
号の気象学的特色は，前例が左いほど，高知市の上空で低気圧の潮位上昇力が
強かったととである。とのため，天災とされているが， ζの程度の異状潮位の
再現確率は，途方も友いほど大き〈在る。むしろ，その前 10年間に公ける高
知市東部のデルタ性平野の地盤沈下（そも原因のあるととを認めるのがよい。
新潟の地権沈下のあと発生した新潟地震によって，新潟市内の海面下の土地
は，筆者のいう「地震水害」をうけた。地盤沈下が先行条件として海面下の土
地を形成し，地震による軟弱層の急性的収縮がかさ左b，堤防等が欠潰して，
瞬時に浸水した現象であるが，地震という天然現象によって発生した津波によ
るものξ考えられている。津波はなくれて到達し，ある時間上のせしたにすぎ
ず，地震水害のある部分は明らかに「人災」であると考えねば念らない。
東京はじめ，海面下の土地が19 7 0年現在で全国代約39 DK机2あるとと，
最近の 10年間に約9DKm2増大してなb，その後10年間でさらに全国各地
K増大する傾向Kある。とうした地域はイ可れ，地震水害をうける可能性をもっ
ている。
日本の丘陵地や山腹斜面の宅地としての刺用は，歴史的にみても，晶庄の10 
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数年の間に急激に進んだ。とうした地域の多〈は，その間代大き在自然、災害の
洗礼をうけてい＊いので，それらの安全性はまだ証明されてい左い。傾斜地の
宅地的利用tとともなう崖くずれの増大は，一般的には知られているが，科学的
に宣明した例はない。科学的証明の困難さがその原因であるが，着実K被害例
はふえているといわれるし，宅地くずれを未来の災害と考える西川の所説もあ
る。都市とその周辺部がとの災害の発生地域である。との災害も「天災」とは
いえ左〈なってきているといわざるをえ左い。
災害問題として最大のものが，地震火災の発生した場合の地震災害である。
との場合，地震の直接的被害は日本では一般的Ki≫それられているほど大き念
ものではをく，地震直後から数10時間続〈地震火災によョて巨大在被害を生
ずる。出火地点はさきにもみえようにそれほど大きな数では念く，都市の構造
と都市が日常的にかかえとんでいる延焼要因とが被害を支配する。天災とのみ
はいいきれをいのである。との点から地震火災を最大の都市問題とする一部の
考え方が生れてくる。
とれにくらべて災害の規模は小さいが，中小河J1水害は，都市公害的色彩の
強い災害であb，就中下水道施設の不備，な〈れから日本のみ念らず外国の都
市Uてないても，普遍的に発生するように在ってきている。
災害問題を都市研究で取上げるのは，災害の友かK都市の構造的左不備が投
影されているからである。対策には技術力を行使するしか左い点、で，他の都市
問題とは異質のものであるが，未然、防止の観点、からは都市計画の問題が深〈関
与するので，社会科学的側面からの災害研究が都市研究の一環として進められ
ることには，それ相当の意義があると考えている。
8 環境や資源の地域構造
環境問題，資源問題の研究過程の初期と最終期にないて，環境や資源のもつ
地域構造K注目すべきととは，との分野の研究を長イ続けてきた筆者の持論の
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一つである。環境問題や資源問題をつらぬ〈政治・行政・経済の支配力の強さ
は肯定するし，そのことをぬいた研究は都市研究としては不充分であるが，地
域的偏在という事実がもたらす特徴にも充分留意すべきであろう。
エネルギー資源、の例を考えれば明らか左ように，資、艇也域と資源利用地域の
関係は，大き念国際政治の問題を内包しているし；国際的を勢力関係の支配要
因ともをりかね左い。工業の偏在と環境問題の焦点地域の関係Kも深い地域的
相闘があるし，工業の未発達地域の世論が，環境問題をなしゃる力のあるとと
も，日本でさえ日常経験するととろである。
環境問題ではとくに，地域内部構造K注目すべきである。事例2で示した地
震火災危険地域としてζれまで見なとされた感のある地域が所在するととは，
とれまでの調査が地域内部構造にそれほど意を用い左かったり，常識的K問題
を取扱ってきたととにー班の理由があるといえよう。
日本に限らず，世界各地で都市環境に関与する条件の 1っとして，地盤の性
状の重要性が増大しつつある。とのととは， ζれまでの都市が地盤をえらんで
立地してきたのに，遂次，外縁的に地盤の性状に問題をもっ地域へも市街地が
拡大してきたためである。との点は日本の城下町とその周辺の下町の関係に端
的にあらわれているといえる。地震災害のよう左，地盤の性質を強〈反映する
現象の多発する日本では，都市の構造的強弱を判断する 1つの目安を地盤の地
域分布が与えてくれるともいえるであろう。都市計画のよう左地域構造の骨組
みを与える仕事ではとくに注目すべき事項といえよう。
9 研究手段に関する若干のコメント
都市研究の一環として，環境問題，資源問題を取上げようとすると，環境や
資源K関する科学技術的研究成果や研究手段についての理解を要請される。 ζ
の点は，都市問題としての社会問題，政治問題を研究する場合とは多少とと念
つてなり，また，そのとと念しKは科学的技術的研究に根をないた都市論を論
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破しえ念いとともありうる。
都市研究の，；＇.＜：かんずく科学技術がからんだ問題での研究上の障害は，社会
的統計等が整備されているのK反して，ほとんどすべての資料を，研究者みず
からがつ〈り出していか友ければ念らをい点にある。行政当局でさえ，詳しい
資料左しK対策をせまられるとともあるので，第ーに必要なとととして，利用
できる資料の蒐集・整理である。水問題を研究しようとしても，上水道，工業
用水道，下水道左どに関する公共的統計は入手可能であるが，統計法等の制約
をうける企業別の資料は利用でき友いととがしばしばである。間接的方法で推
言十するしか左い。
ζういう例に対して，都市の地域的構造？をどは，地図類，空中写真，最近で
は宇宙映像，各種の遠隔探査装置を利用した研究が可能であり，またとうした
手段で，独自のデータを入手するととに在る。しかし，地図，空中写真程度で
あればともかく，宇宙映像ゃ各種の遠隔探査装置とも左る去，地方自治体止し
ても単独で施設の整備を考えるととは困難であり，むしろ資料の公開原則の確
立，公開資料の活用の途をえらぶべきであろう。環境問題の研究上一つの障害
と在っている地域構造，空間構造の解明のためには，是非ともとうした基礎資
料の取得K関する障害を除去するととが必要である。全地球的を環境監視のた
め，宇宙情報システムがと bhれられつつあるが，一部の研究者にとっては，
遠隔探査システムや宇宙情報システム利用のための基礎的技術の習得も必要に
在ってくる。との面に限れば，理科系研究者が有利であるが，都市研究のため
には社会科学の研究者が訓練をうけて技術を習得するととがよ h有益であろう。
一方，都市研究では社会科学が中心的論理を構築すべき任務をもっと考えら
れているので，自然科学ゃ技術の研究者が社会科学の研究方法，成果に強い関
心を示し，とれを吸収していくととが要請される。都市に関する統計類や数量
化理論等を駆使した研究方法の開発も必要である。環境問題や資源問題の研究
では研究者みずからが，必要念数値を作成していくととがとくに重要在意味を
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もつO
環境問題，資源問題Kは地域性という特有左属性がある。環境の地域構造の
解明左しK，現在の大気汚染は理解できないし，対策も万全ではあbえない。
とのため，資料の地域的展開，空間的展開は研究手段として基本的左ものの 1
つにをゐ。空間的構造を頭の左かで限解し，関係要因とその変化を頭のをかで
解析するととは至難の技であるし，一方， XYプロッターの利用やコンピュー
ター・シミュレーションによる解析等は，問題の所在と理解をたすける機能を
もっているので，研究上欠くととのでき左い手段といえる。しかし左がら，入
力データの都市研究上の意義づけはか左らずしも万全ではをいので，万能的友
機能を期待するととは慎しむ必要があろう。
10今後の研究課題
上記の記述の左かにもい〈つかの研究テーマをのべたが，それらを含めて．
環境問題，資源問題を研究するうえでの重点を挙げてま？とう。
( 1) 情報の蒐集と整理
環境問題，資源問題の研究上の障壁の Tつは，情報がえにぐいとと，あるい
は利用しにくいととにある。そう在る理由は，情報の非公開性によるが，公開
され利用可能なものを中心K，地域的構造，空間的構造を解明できるように整
備してい〈ととである。大気汚染に関する情報は限られた定点と臨時観測のデ
ータによって構成されている。これらを，たとえば特殊写真（赤外カラー，熱
赤外挟像，マノレチスペクト Jレ写真等）を同時撮影して，同時観測データととも
に，空間的プロットを可能をらしめることである。 ζのことによって，原因物
質の空間的構造配置が明確に在るし，上記の事伊！？に示したのと同様の考え方
で，その社会民！意味を追跡する手がかbがえられるはずである。
大気汚染に限らず，水質汚濁にしても，地盤沈下にしても，宅地崩壊等にし
ても，こうした立体的なデータの提示があってはじめて，都市研究の展開が可
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能に在るし，対策のための方策をさぐることができるであろう。
(2）都市の成長と限界
環境問題，資源問題の両面から，都市の成長と眼界を明らかKするととを目
的とする。事例1から4の何れもとのテーマに含みうるし，他にも含みうるテ
ーマが多い。また，との研究は定量的左情報を基礎としてかζ念うべきである
から，出される研究成果には定量的左根拠Kもとず〈反論，批判を期待でlきる
ので，都市問題の解決に寄与する点も大きいでるろう。
また参加研究者の研究分野も，社会学，歴史学，経済学，法学，行政学，地
球化学，生態学，医学，土木工学，建築学，地理学在どと多く，それぞれがあ
る程度独立に作業を進めつつ，全体を集大成するための論理を構築するための
討論を必要とする。東京が近い将来当面するであろう都市問題への予見的かっ
予防的基健研究として重要であろう。
(3）都市にかける災害危険の集積のメカニズム
ζのテー マは，（2）にのべた大テーマにも包含しうるが，都市を市民の空間と
して確保するためには，災害危険の排除は必須の行政事務と在る。その基礎と
しても有益であるばかbで左〈，都市の形成・拡大のメカニズムK災害危険の
側面からメスを入れるものであり，首都整備の行政事務にとっても有益念結果
をもたらすであろう。
学術的には， ζと在った災害の種類をつらぬ〈統一的左法則が発見できる可
能性がある点に魅力がある。
(2）のテーマにくらべて，参加協力の分野が限定されるとはいえ，都市政策に
は比較的吸収されやすい成果を出しうるという特色もある。
( 4）人間＝環境・資源システムと社会的秩序
上記の事例3' 4 vc関係する点が多いが，近い将来の資源問題に関する現実
的~研究であ b ，その点、では研究課題の（2)vてあげた都市の成長と限界という研
究テーマの前段を構成するといってもよい。
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環境ゃ資源の社会的配分の論理と方策をさぐる都市政策論的研究ともいえる
ので，社会学，政治学，行政学，法社会学等の研究者を中心とし，自側ヰ学や
都市工学の研究者が協力するといった体制がのぞましい。
(5) 都市環境研究の手法の開発
都市環境の科学技術的観測は，行政機関がその任に当っている。とれらの資. 
料を活用し，他の手段を合せて，都市環境の空間構造を解明するためには，従
来の手書きの立体図にかえて，機械力の導入が必要であろう。すでにいくつも
のハードシステムが市販されているが，これらの利用とあわせてあたらしいシ
ステムを考えようとするものである。
ζのテーマは，必らずしも都市研究者がなこ左う必要はないが，研究成果に
ついての理解を深めるととは必要であろう。
l 1あとがき
との報告は「都市研究の現状と課題」の分担テーマ都市環境研究と＜ K土地
と水を中心に考えてきた立場から表題のテーマでまとめたものである。通常，
ζの種の報告では，多くの内外文献を引用するが，ととでは意識的にそれをさ
け，引用した数字も多くは筆者がとの20年来試算したものとか，中学校の社
会科地図帳程度のもので検さくできるものを利用した。論述の原典はしばしば
筆者自身のものであるし，報告の目的が他分野の研究者K現状と課題について
の理解を深めて頂〈 ζとにあるからである。
との分野氏限らず，都市研究は都市行政，と〈に行政機関から出される委託
調査との接点，異同が問題にされがちである。そとで， ζの点については極力
その関係を理解できるよう配慮し，とくに「10 今後の研究課題」では行政機
関のま？となう調査との関係K若干ふれるととにした。行政当局者がとの点を理
解して頂ければ幸いである。
都市町通かわる白鰐見象の地域的研究をはじめてから20年ほど経過しれ2
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ら，友b都市の本質論には充分左理解のとどいてい念い筆者にも，都市環境の
地域構造が，空間的時間的に変化するとと， ζの構造変化の支配的要国K政治・
行政・経済があるととは理解できる。との点をふまえて，上記の5つの課題を
設定したつも bであるが，今後の研究の展開によって，主要因を柱Kした論説
にまとめたい。
筆者は都市を正面から研究対象としてきたわけでは念い。都市の周辺的問題
としての環境問題一ーす〈左〈とも筆者が都市の問題に深〈かかわりはじめた
2 0年前にはそうであったーにと b組み，ょうやく外濠の一部をまがり念h
kうづめ，さてとれからどう攻めたらよいかと思案している状態である。外縁
から都市にアプローチする研究者はとうした経験をへてはじめて攻撃目標が販
にみえるように在るのであろう。者IS市研究の核心部にある政治，行政，社会，
経済の諸問題にたどbっくには，まだ相当の時間を要するであろう。
? ?? ?
第2節都市における環境研究の根本課題｛半谷高久〉
はじめに
人間活動の野放図左拡大に伴い，今や全地球がfi~境破壊の危機に直面し，人
間の生存そのものの危機が真剣に討論されている。環境破壊は，全世界の中で
も人口密度，エネルギー消費密度あるいはGN P密度のきわめて大きい日本k
bいてもっとも深刻であり，日本の中でも，上記の諸密度が著し〈大きい都市
にないて，さらに重大である。
都市が人間の住居空間としての機能を発揮するためには，環境破壊の克服が
何にもまして重要なととは多言を要さ左いであろう。若し，われわれが，都市
Kむける環境破壊を克服するととに成功するならば，それは，日本あるいは全
地球の環境破壊の克服を可能にする道を発見したととを意味する。
以上の意味で，都市の環境破壊の研究は，都市研究の中，c,-諌題であると同時
に，全地球的を研究課題である。
本稿は，この都市の環境破壊研究のとりあげ方について検討するととを目的
とするが，はじめに，その根幹となるべき考え方を先ず提起したい。
第一は，都市の環境破壊の研究は，都市環境を正常に維持するための行動の
基礎を明らかにするととを呂的とするのであって，環境破壊の現状を克明K記
述する ζ とが目的ではないというととである。
第二は，都市の環境破壊は，人間の活動lてよって都市環境の物質循環系の機
能が破壊されたとの観点にたって，都市を一つの物質系とみなし，都市を研究
する立場が不可欠である。そして，その物質系の物質循環や物質変化をもたら
らす原因K，社会科学的因子辛子よび自然科学的因子が互いにからみあって存在
しているとの認識K立脚して，研究が行念わるべきものであろう。
l 行動の基礎としての都市環境の研究
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1. 1 環境破壊の把握の方法の再検討：都市の環境破壊が都市物質循環系の異
常であるという立場に立てば，その異常の具体的記述として，都市環境の白然
科学的記述が重視されるのは当然である。たとえば，われわれの健康や生存を
脅かすよう左量のイオウ酸化物が大気中に存在するととを明らかVてするととは，
環境破壊の把握としては第一歩であb，また不可欠の記述である。しかし，問
題は，どとまで環境破壊の実体を自然科学的に記述した念らば，環境破壊の防
止，さらには環境の保全の行動の基礎として十介であるかというととである。
抽象的に表現すれば，環境の自然斜学的記述が精密に念れば念る程行動の基
礎は確固たるものに左るというととができる。しかし，環境を完全に把握する
ととは事笑上不可能である。それを端的に示すものは，天気予報である。わが
国は気象庁という膨大左組織をもって，気象を把握しているにもかかわらず，
明日の天気を正確によ予想するととができないのである。都市環境の因果関係は，
気象よbもさらに複雑である。したがって，われわれは，環境因子を完全に把
握してから，行動するという行動原理を否定せざるを得ないのである。
光化学スモッグ対策について，果してどれだけの環境因子の把握が存在すれ
ば，その実施が可能であるかを検討してみよう。光化学スモッグの現象は，都
布lとみられる特有の異常現象であり，その発生機構を明らかにするととは，た
しかK対策樹立に重要である。発生の因呆関係が把握でき左ければ，対策はた
てようも念い。しかし，どのよう左対策をたてるべきかによって，その因果関
係の追究のパタンは当然異左って〈る。
第ーに考えられる対策は光化学スモッグの発生源の除去である。この考えに
立つ場合は，光化学の研究は，それをひきbζす物質が何処から発生するかを
明らかにすればよい。自動車の排気ガスがその主犯でるるととがか左りの程度
明らかにされれば，自動車の交通を制限する ζの論理的基礎は十分与えられる
のである。す念わち，極端に言えば，光化学スモァグの発生機構がたとえ自然
科学的に解明され左くても，自動車の排ガス量と光化学スモッグの発生が統計
? ??
的に確認されさえすれば，それで対策の実行の基礎と左りうるのである。この
論理が確立されていれば，東京都の光化学スモッグ対策はもっと有効に実施さ
れたのではあるまいか？現象の自然科学的因呆関係の重要性を過大に評価する
ことは，逆に対策の遅滞を招き，結果的には科学の重視が住民を病気に追いや
るととになる。
第二の対策は，発生源の存続を肯定し，そとから発生する物質の量またはそ
の質を改善するとと Kよって，光化学スモッグを減少させようとする立場であ
る。自動車がたとえ，光化学スモッグの主犯人であることを肯定した上でも，
その存続を認め光化学スモッグ対策をたてようとするものである。との場合は？
自動車の排ガスに含まれる化学物質の大気中（Ct~ける挙動の研究がきわめて重
要に念る。つま b，光化学スモッグ発生の主役を演ずる化学物質が自動車の排
ガスから発生することは極力抑えられ念ければなら左いからである。つまり，
ζれも極端に言う左らば，大気中になける光化学スモッグ生成のメカニズムの
研究は自動車エンジン改良のための研究というととができる。本来~らば，そ
の経費は自動車メーカーの必要経費から支出さるべきものではあるまいか？環
境破壊の研究方法論が確立されてい念いために，者r5民は税金の不当使用を強い
られていると言える。
第三の対策は，都民を光化学の被害から守るための研究である。光化学スモ
ッグ予報技術の開拓である。とれは，現実K発生源を完全にストップでき左い
ζとを考慮すれば，きわめて重要であり，光化学スモッグ発生機構ゃ，現象的
因果関係の研究が必要であろう。
以上の例刃ゐらもわかるように，環境研究をいかに，実際に役立たせるかによ
って，その研究方法も異左るし，また研究費の支出の源、も当然とと在るべきで
ある。しかし，現実Kは，環境を学術的K，あるいは科学的に，あるいは客観
的K把握するととが，環境問題解決の基礎であるという観点から，環境研究が
行なわれている傾向があb，とれが環境の悪化を助長している一つの重要念原
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国である。
都市環境の研究の最も根本的念課題は，行動の基礎としての環境把握の，研
究方法論を開発するととであb，との研究の成果は，都市の運営のすべてのパ
タンに大き左影響をもたらすであろう。
1. 2 環境把握の限界と行動との関連の検討
環境問題解決のための行動決定にがける最も重要念要素は，環境因子の原因
結果の解析tてか左りの不確定要素を残し念がら，しかも意志決定をせざるを得
左い点にある。たとえば，前項で述べた光化学スモタグの解決行動にないて，
どの程度のたしからしさをもってその主犯が自動車の排ガスにあるととが推定
できれば，自動車の交通を制限できるかである。光化学スモッグの研究が現在
にかけるように進展した段階tてないても，決してすべての研究者がその主犯を
自動車Kは求めてはい左い。ある人は，航空機からの排出ガスが，真の原因で
あるとの説を提出し，それはそれ左りの論理をもっている。す念わち，環境現
象の国果関係の解析K，諸科学者の一致をみるtては長年月を要するというとと
である。とれは水俣病の因果関係の解析Kよって立証されよう。
では，因果関係に多様念解釈が存在するときに行動の根拠と友るものは何で
あろうか？一般的に考えられるものは，その時点にかいて，最もたしからしい
と判断される解釈である。そのようを解釈をいかにひきだずかについて問題は
あるが，それについてはとこでふれ念いことにする。問題はもフともたしから
しいと判断される解釈を絶対に正しいものと仮定して，環境問題の行動原理と
して採用しうるか否かである。またそのよう左前提で環境研究を計画してよい
かどうかでの疑問である。
科学的結論に基いて行動するという ζとを表面的K解釈すれば，最も確率の
高い結論を行動の基礎とするしかないように見えるが，われわれはそれを決し
て合理的とは判断してい念い。
身近在例をとってみよう。われわれは，天気予報Kよって，その日の行動を
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しばしば決定する。台風の予報があれば旅行をとりやめ，あるいは登山を中止
する。しかし，天気予報を百パーセント正しいとして行動しているわけでは念
い。たとえ，予報が晴れであっても時によっては，いわゆる’大じ Mをとって，
傘を持参したり山登りも中止する。その場合，最もたしからしい天気の予想、が
晴れであることを肯定した上の行動である。われわれは科学の結論を否定した
のである。しかし，とれを非科学的行動と言えるであろうか？決してそうでは
あるまい。われわれの行動は，自分自身の広い意味での利益を追求している。
そとで，科学的結論に従勺て行動したとき，その結論が誤っていたために蒙る
べき損害ξ，科学的結論K従わをかったために生ずるかもしれない損害とを評
価しつつ，より少念い損害を選んで行動しているのである。損害を最小にする
ための行動は，きわめて合理的である。環境問題に於ける科学的結論は，天気
予報K対して採られる。前述した山登りをやめるか実行するかの行動に対応さ
せるととができょう。す左わち，環境問題の解決Kわれわれが行動しようとす
るとき，最もたしからしい解釈が，行動の直接の基礎と左ら念い。むしろ，基
礎と ;1:るものは，環境現象の科学的解釈の多様性，すなわち，どれだけの異在
った解釈が論理的に可能であるか，またそれぞれの解釈の信頼度の大いさの判
断である。そして，どのようを解釈のもとに行動すべきかというとは，その解
釈の誤っていた時K，損害の程度が最も小さいと判断されるものに基くのが最
も合理的な行動であるという ζとになる。
たとえば，都市の上水源と在る河川水に有害物質が含まれているか否かにつ
いて，正反対の2つの解釈が存在し，一方は含まれてい左い，一方は含まれて
いると判断した止しよう。その際，最もたしからしい結論が，たとえ，有害成
分が含まれてい左いとしても，その河川を上水源に使ってよいという行動の基
礎にはをら念い。若し，それを上水源K使用して，万一病気が発生したときは，
その損失は莫大なものである。一方，それを上水源K使用し友かったために生
ずる損害も大きいにしても，病気の発生の損害に比べれば小ざいものであろう。
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一般K科学的結論には 10 0 %正しいというととはあり得をい。常K問ちが
う確率をも勺ているのである。ではその確率がどの程度の大いさであれば，行
動の直接の基礎と在るべき科学的結論と念bうるかについては，われわれは解
答をもっていない。
合理的な環噺7政あるいは環境保全は，単に環境現象の因果関係を科学的に
明らかKしてゆくととによって行をわれるものではをい。われわれのもつ環境
把握能力の限界を判断するととによってのみ，的確な対策が実行されるのであ
ろう。
2 都市環境研究における都市物質代謝系の概念の導入の基本的重要性
2. 1 環境破壊とは何か？
人聞がその生命を正常に維持するには，その生活環境が正常に維持されねば
念ら左い。通俗的友表現を用いれば，過去にないてわれわれの生命の発生を可
能にした輝ゃく太陽，清浄左大気と水，また植物の緑が環境K沿いて保証され
念ければ左ら念い。
環境破壊とは，それらの物質的条件が破壊されたととを意味する。すなわち，
都市を一つの物質代謝系とみ念すとき，そこに環境としては異常念物質代謝系
が生成しているととを意味する。
2.2 環境指標による環境破壊の表現の根本的欠陥
従来いわゆる環境汚染の把握は，自然科学的測定によって，環境の質の濃度
指標Kよって行~われている。す左わち，大気中のイオウ酸化物の濃度が 0.0 2 
pp mとか，あるいは，多摩川水中の B0 Dは10 pp mであるという類であ
る。現実の環境の質をとのよう念指標によって表現するととは，それ左りに環
境把握の方法として有用である。す念わち，それらの指標の異常在値を示すと
とは，物質代謝系に何等かの異常が存在する ζとを明らかKしうるからであ
る。しかし，逆K環境指標が正常であるととが，物質代謝系の正常さを保証す
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るもので左いととに注目する必要がある。たとえば，都市の上水源にある種の
毒物が含まれている工場廃水が放出されていたとしよう。その毒物がシアンや
カドミワムのように，環境の記述の指標に登場していたもの念らば，その存在
を発見するととは容易である。しかし，その毒物が指標外のものであったり，
あるいは，その毒性が慢性的のものであれば，従来の環境指標の追求Kよって，
その存在を発見するととはきわめて困難である。その毒性が証明されるために
は，被害患者の発生が必要に念るo
とのよう念悲劇の発生をさけるためには，工場廃水が上水掠に流入するとい
う物質代謝系それ自体が異常であるという認識から出発し左ければ念ら友い。
す友わち，都市環境の破壊を防ぎ，正常念物質代謝系を都市K維持するとと
が重要友のであのて，環境指標はそのチェックに用いられるもの念のである。
環境指標をいくら多数にしても，環境そのものの把握は不可能であるととを認
識する必要がある。
2. 3 物質代謝系の記述とそのメカニズムの解明
都市を物質代謝系とみ在す立場をとれば，その記述は自然科学的用語をもっ
て行念われるのは当然である。す念わち，都市物質代謝系の把握K自然科学的
アプローチがその基礎を在すのである。
しかし，都市にま？ける物質代謝のメカニズムは，自然科学的アプローチによ
っては解明され左い。都市に投入される多量の物資やエネノレギーはすべて人為
的に行念われるのであって，何故そのよう左現象が都市Vてないて発生するのか
の原因の解明は社会科学的アプローチによって行なわれ~ければ左ら友い。一
方，大気中の光化学反応は人聞の意識には無関係K発生するのであり，その発
生機構は，自縛ヰ学によヲて解明さるべきものである。しかし，光化学スモッ
グを生じさせる原因物質の大気への供給機構は，社会科学的見地から究明され
ねば念ら左い。すなわち，都市物質代謝系周にかける因果関係は，自然科学な
よび社会科学の両因子が一体と在って組みあわさっているのであって，その研
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究には自然科学者なよび社会科学者の一心同体的研究協力が不可欠念のである。
都市環境研究の飛躍的発展は，いかに自然科学と社会科学の総合化が高度に
行左われるかにかかっていると言っても過言ではないであろう。
3 都市環境の具体的研究課題
前節1;Jo＞よび2では，環境研究方法論の基礎を明らかにした。本節ではそれ
と関連してい〈つかの重要課題を例涼してみるととにする。
3. 1 環境の価値の評価方法の研究
環境破壊は自然科学的にみれば正当念物質代謝系の破壊であるが， ζれは都
市環境の価値の低下に他念ら念い。環境破壊の研究の最終目的は，本稿の冒頭
で明らかにしたように，正常在都市環境を維持するための行動の基礎をつ〈る
のであるから，そのためには，都市物質代謝系の機構と環境の価値の対応が成
立し念ければ念ら左い。その意味Vてないて，外部経済の問題を含めた環境の価
値の評価方法の研究は環境研究の基礎を左すものである。
価値評価の方法論の検討止同時に，たとえば，現在建設されつつある多摩ニ
ュータウンを例として環境価値の具体的評価を試みるとと左どは恰好の研究題
目と言えよう。
3. 2 物質代謝系としての都市なよび都市構成要素の機能の解明
都市全体として，また都市を構成する諸要素，例えば，生活，生産，ピジネ
ス，教育，運搬その他の諸要素が都市の物質代謝の上にどのよう念役割を演ず
るかを明らかにし，それが都市環境の構成とどのように関連するかを解明する
自然科学，社会科学の総合研究である。
3. 3 都市1'L;Jo＞ける水の循環bよひγk質の変化を規定する自然科学的，社会科
学的諸国子の究明
水は都市の環境構成因子としてきわめて重要である。都市が存続するには，
そのオくの循環や水質をコントローノレすることが至上命令である。 ζれを遂行す
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るために，現実に都市になける自然科学的または社会科学的諸国子がどのよう
にして水の循環ゃ水質に関連しているかを究明する。とれは， 3.2の課題の一
部止みをすととができる。
とのよう念立場から，水ばかりで左〈，大気，あるいは生態系をとbあげる
ととも重要であろう。
結び
本稿では，都市環境の研究課題Kついて，従来の個々の学問分野で遂行でき
るものKついては，言及するととを敢て避けた。そして特に都市研究という総
合的研究組織のもとK行左われるべき新しい方法論の開発を伴う課題を指摘し
たつもりである。
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